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　欧州評議会閣僚委員会は、2010年11月17日、

「子どもにやさしい司法に関する指針」を採択

した。

　ヨーロッパ 47か国が加盟する欧州評議会は、

欧州人権条約（1950 年）をはじめとして 211

の地域条約（2012 年４月現在）を採択するな

ど、人権や民主主義といった共通の価値の実現

に向けた加盟国間の協調の拡大のために活動す

る地域的政府間機関である。子どもの権利の分

野でも、本誌 109 号（2007 年８月号）で紹介

した性的搾取および性的虐待からの子どもの保

護に関する条約（2007 年）のほか、とくに法制

度における子どもの権利保障を向上・調和させ

ることを目的とするいくつかの条約を採択して

きた。その主要組織である閣僚委員会も、これ

らの条約とは別に、子どもの権利に関わる多く

の勧告・指針を採択している。

指針の構成および趣旨

　子どもに関わる司法制度、とくに少年司法制

度のあり方については、国際的にも多くの指針・

規則が採択されてきた。国連・子どもの権利委

員会が一貫して参照・言及してきたものとして、

以下の４つがある。

● 少年司法の運営に関する国連最低基準規則

（北京規則、1985 年）

● 少年非行の防止に関する国連指針

　（リャド・ガイドライン、1990 年）

● 自由を奪われた少年の保護に関する国連規則

（ハバナ規則、1990 年）

● 子どもの犯罪被害者および証人が関わる事案

における司法についての国連指針

　（ウィーン指針、2005 年）

　このほか、子どもの代替的養護に関する国連

指針（2009 年）でも、親によるケアを一時的・

恒久的に失った子どものための司法手続のあり

方について取り上げられている。

　欧州評議会閣僚委員会による今回の指針は、

こうした国際的な発展も参照しつつ、それでも

なお、司法制度においていまだに子どもにとっ

ての障壁（「とくに、司法にアクセスする権利が

存在せず、部分的でありまたは条件付であるこ

と、手続が多様かつ複雑であること、種々の事

由に基づく差別の可能性があることなど」）が存

在しており、また「子どもが司法制度による二

次被害を受ける可能性を防止する必要がある」

という現状認識（前文）に立って、新たに作成

されたものである。指針の解説（説明覚書）に

よれば、とくに、いわゆるバルジャー事件（V. 

and T. v. the United Kingdom、1994 年）や父

子の面会交流をめぐる事件（Sahin v. Germany、
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2003 年）に関する欧州人権裁判所の判決で、手

続への子ども参加の保障、子どもの意見や子ど

もの最善の利益の考慮が不十分であると指摘さ

れたことにより、このような指針の必要性に関

する意識が高まったことがうかがえる。

　なお、指針の作成にあたり、子ども・若者と

の大規模な協議が行なわれたことは特筆に値す

る（説明覚書、パラ 11 － 14）。アンケートや

フォーカスグループ・ディスカッションを通じ

て 25 か国から 3721 件の意見が寄せられ、そ

れを反映する形で草案に多数の修正が加えられ

た。これは欧州評議会としては初めての試みで

あり、今後も同様の取り組みを行なっていきた

いという。

　指針の構成は以下のとおりである。

I 適用範囲および目的

II 定義

III 基本原則

 A 参加

 B 子どもの最善の利益

 C 尊厳

 D 差別からの保護

E 法の支配

IV 司法手続の前、最中および後における子

どもにやさしい司法

A 子どもにやさしい司法の一般的要素：情

報および助言／私生活および家族生活の

保護／安全（特別防止措置）／専門家の

研修／学際的アプローチ／自由の剥奪

B 司法手続の前における子どもにやさしい

司法

 C 子どもと警察

D 司法手続の最中における子どもにやさし

い司法：裁判所および司法手続へのアク

セス／弁護人および代理人／意見を聴か

れる権利および意見表明権／不当な遅延

の回避／手続のあり方、子どもにやさし

い環境および子どもにやさしい言葉遣い

／子どもの証言・陳述

E 司法手続の後における子どもにやさしい

司法

V その他の子どもにやさしい行動の促進

VI 監視および評価

　この指針は、「いかなる理由に基づいてである

かおよびいかなる立場においてであるかを問わ

ず、子どもが、刑事法、民事法または行政法の

実施に関与するあらゆる権限ある機関および部

局と何らかの方法で接触するあらゆる場合」に

適用することが求められる（I-2）。刑事手続や

少年司法手続に留まらず、家事事件や行政手続

にも共通する指針であることに注意が必要であ

る。

「子どもにやさしい司法」（child-friendly justice）

の概念については、次のように説明されている

（II-c）。

「『子どもにやさしい司法』とは、以下に列挙し

た諸原則〔注／後述する５つの基本原則〕に留

意し、かつ子どもの成熟度および理解力ならび

に事案の事情を正当に考慮しながら、すべての

子どもの権利の尊重および効果的実施を到達可

能な最高水準で保障する司法制度をいう。『子ど

もにやさしい司法』とは、とくに、アクセスし

やすく、年齢にふさわしく、迅速であり、怠惰
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に陥ることがなく、子どものニーズおよび権利

に適合しおよび焦点化され、ならびに、子ども

の権利（適正手続に対する権利、手続に参加し

かつ手続を理解する権利、私生活および家族生

活を尊重される権利ならびに不可侵性および尊

厳に対する権利を含む）を尊重する司法のこと

である」

　ユニセフ等が推進してきた「子どもにやさし

いまち」（child-friendly cities）づくりのとりく

みと同様、子どもの権利を十全に尊重・確保す

ることこそが「子どもにやさしい」制度の中核

であるという確信を反映した定義である。した

がって、指針の目的も、「いかなる手続において

も、子どものすべての権利、とくに情報に対す

る権利、代理人選任権、参加権および保護に対

する権利が、子どもの成熟度および理解力なら

びに事案の事情を正当に考慮しながら全面的に

尊重されることを確保すること」（I-3）にある

とされる。他方、「子どもの権利を尊重すること

により、他の関係当事者の権利が脅かされるべ

きではない」（同）として、子どもの最善の利益

を考慮しつつ、子どもの権利と他の関係当事者

の権利とのバランスを図っていく必要があるこ

とにも注意が促されている。

指針の基本原則

　指針で基本原則として位置づけられているの

は、(a) 参加、(b) 子どもの最善の利益、(c) 尊厳、(d) 

差別からの保護、(e) 法の支配の５つである（III）。

　(a) 参加とは、「自己の権利について知らされ、

司法にアクセスするための適切な方法を与えら

れ、ならびに自己が関与するまたは自己に影響

を与える手続において相談されおよび意見を聴

かれるすべての子どもの権利」を十分に尊重す

ることであり、これには「子どもの成熟度およ

び子どもが有している可能性のある意思疎通上

の困難に留意しながら、子どもの意見を正当に

重視することも含まれる」（III-A-1）。

　この点については、とくに「司法手続の最中

における子どもにやさしい司法」の項（IV-D）

において、「３．意見を聴かれる権利および意見

表明権」としてより詳しく取り上げられている。

とりわけ、「子どもは、年齢のみを理由として

意見を聴かれることから排除されるべきではな

い」として、子どもが希望した場合には常にそ

の意見に耳を傾けることを原則としているのは

重要である（IV-47）。他方、「意見を聴かれる権

利は子どもの権利であって、子どもに課される

義務ではない」ことも確認されている（IV-46）。

　また、子どもの意見を正当に尊重・重視する

ということの意味が、次のように意思決定権者

の説明責任の観点から説明されていることも強

調しておくに値しよう（IV-48・49）。この点は、「意

見を聴かれる子どもの権利」に関する国連・子

どもの権利委員会の一般的意見 12号（2009 年）

でも明確な説明がなかったためである。

「48．……意見を聴かれかつその意見を考慮さ

れる権利が必ずしも最終的決定を左右しない場

合もあることが、子どもに対して説明されるべ

きである。

49．子どもに影響を与える判決および裁判所の

決定、とくに子どもの意見および見解のとおり

にならなかった決定においては、子どもが理解
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できる言葉でしかるべき理由が付されかつ説明

が行なわれるべきである」

　次に、(b) 子どもの最善の利益の評価に際して

は以下の３つの基準を守ることが要請されてい

る（III-B-2）。

a. 「子どもの意見および見解が正当に重視され

ること」

b. 「子どもが有する他のすべての権利（尊厳、

自由および平等な取扱いに対する権利など）

が常に尊重されること」

c. 「関係するすべての利益（子どもの心理的お

よび身体的ウェルビーイングならびに法的、

社会的および経済的利益を含む）が正当に

考慮されるよう、関連のすべての公的機関に

よって包括的アプローチがとられること」

　また、複数の子どもが関与する事案について

は、利益相反の可能性も考慮しつつ、すべての

子どもの最善の利益を個別に評価・衡量するべ

きであることも指摘されている（III-B-3）。法の

支配の原則との関連で、「適正手続の諸要素は、

成人に対して保障されるのと同様に子どもに対

しても保障されるべきであり、子どもの最善の

利益の名目で最小限に抑えられまたは否定され

るべきではない」として、子どもの最善の利益

概念の濫用が戒められていること（III-E-2）も重

要である。

　なお説明覚書では、少年司法事件で子どもの

最善の利益原則があまりにも軽視されているこ

とに憂慮が表明され、完全に懲罰的なアプロー

チは子どもの権利条約第 40 条に掲げられた少

年司法の主導的原則と一致しないことが指摘さ

れている（パラ 38）。

　(c) 尊厳については、指針ではあまり詳細な説

明が行なわれていない。この点、「少年司法にお

ける子どもの権利」に関する子どもの権利委員

会の一般的意見 10号（2011 年）では、子ども

の尊厳を尊重する取扱いについて以下のような

指針が示されており、あわせて参照することが

必要である。

● 尊厳および価値についての子どもの意識に合

致した取扱い。

● 子どもによる、他の者の人権および基本的自

由の尊重を強化する取扱い。

● 子どもの年齢を考慮に入れた、かつ、子ども

が社会復帰しかつ社会において建設的な役割

を果たすことを促進する取扱い。

● 子どもの尊厳が尊重されるようにするために

は、法律に抵触した子どもの取扱いにおける

あらゆる形態の暴力が禁止および防止されな

ければならない。

　このほか、(d) 差別からの保護に関しては、差

別禁止事由として「性、人種、皮膚の色もしく

は民族的背景、年齢、言語、宗教、政治的意

見その他の意見、国民的もしくは社会的出身、

社会経済的背景、親の地位、国民的マイノリ

ティとのつながり、財産、出生、性的指向、性

自認またはその他の地位」が例示されている

（III-D-1）。子どもの権利条約２条で挙げられて

いる事由に加え、年齢、社会経済的背景、性的

指向、性自認（ジェンダー・アイデンティティ）

などによる差別も禁じられていることに注意が

必要である。さらに、出入国管理手続の対象と

されている子ども、障害のある子ども、入所施

設の子どもを含む「より脆弱な立場に置かれた

子どもに対しては、特別な保護および援助を与
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える必要がある可能性もある」ことも指摘され

ている（III-D-2）。

　さらに、「司法手続の前、最中および後におけ

る子どもにやさしい司法」（IV）では、子どもに

やさしい司法の一般的要素に加え、司法手続の

各段階で配慮すべきことが詳細に規定されてい

る。

　その仔細について立ち入る余裕はないが、鍵

となる要素として繰り返し触れられているの

は、やはり子どもに対する情報提供・助言・説明・

支援である。子どもに対する情報提供や説明は、

たとえば「その年齢および成熟度に適合した方

法、子どもが理解できる言語ならびにジェン

ダーおよび文化に配慮した言葉遣い」（IV-2）で

行なわれるべきことが、文言こそ少しずつ異な

るものの、随所で強調されている。

　また、前述のとおりこの指針は刑事手続・少

年司法手続のみならず家事手続等にも適用され

るが、この点について次のように述べられてい

る点も注目に値しよう。

「78．強制による判決の実施は、子どもが関与

する家事事件では最後の手段とされるべきであ

る。

79．争いの激しい手続における判決後は、子ど

もおよびその家族に対し、専門機関による指導

および支援が、理想的には無償で提供されるべ

きである」

　指針は日本を直接の名宛人とするものではな

いが、これらの文書は国際人権法の発展をもっ

とも先進的な形で反映するものであり、またア

メリカ、カナダ、メキシコ、バチカンとともに

欧州評議会のオブザーバー国であることを踏ま

えても、十分に参考にすることが求められる。

◆指針の日本語全訳は筆者のウェブサイトを参照。

http://www26.atwiki.jp/childrights/pages/165.html
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はないか。保護者、大人たちの経済的苦境によ

り、子どもたちに降りかかる問題に自治体、学

校、あるいは市民たちはどう関わり克服してい

くのか。今回は、子どもたちにとって身近な場

所である学校を通した子ども・保護者支援のと

りくみ行っているスクールソーシャルワーク制

度について、その評価と課題を共有するともに、

生活保護行政の立場から生活保護家庭の子ども

の学習支援にとりくんでいる八王子市、綿密な

調査活動をもとに、急増しているひとり親家庭

の子育て支援事業を展開する世田谷区から報告

を受け、続くディスカッションでは、会場の参

加者と共に話し合う場にしたいと述べた。

学校を通した子ども・保護者支援のとりくみ
スクールソーシャルワーク制度の導入と可能性

　はじめに、立正大学の教員である堀井雅道さ

んが報告に立った。2008 年度から文部科学省

が活用事業として導入した、学校を通した子ど

も・保護者支援のとりくみである「スクールソー

シャルワーク（以下 SSW）制度」について、自

身が行った「スクールソーシャルワーカー活用

事業に関する意識・実態アンケート調査」（早

稲田大学大学院喜多研究室／ 2009 年度）をも

とに報告。学校では、いじめや校内暴力、軽度

はじめに

　第 11 回「子どもの権利条例東京都市民フォー

ラムのつどい」（代表：喜多明人早稲田大学教

授）が 2月 17 日に東洋大学甫水会館にて開催

された。テーマは「子どもの貧困克服のための

自治体施策」。事務局長の森田明美さん（東洋

大学教授）は、いつ東京で震災が起こるか分か

らない不安定な情勢の中で、一体私たちは子ど

もの権利実現に向けて何をすべきか議論してき

た。現段階の課題は、子どもの貧困克服であろ

う。これは、あの東日本大震災が明らかにした

ことでもあった、と提起。経済的な繁栄の象徴

である東京においても子どもたちの貧困という

問題が様々な場面で課題として浮上してくる。

この現状を、まずしっかり捉えることが重要で
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発達障がい、不登校、児童虐待など様々な問題

が起こっており、その背景には切っても切り離

せない家庭の問題が存在する。軽度発達障がい

が原因でいじめが起こる場合もあり、それぞれ

が複雑に関係しあって問題が起こっている。そ

のような問題について、学校は発見し易く、解

決に向けて動きやすい立場にある。一方、貧困

の問題では保護者の生活相談を含めた支援や、

地域の力が必要となることから、学校と福祉と

地域がうまく連携・協力できる体制が望まれる。

　今日、問題行動を起こす子どもに対する学校

の指導の方向性としては、2007 年 2 月の文科

省通知にもとづく出席停止制度の活用や警察と

の連携をはじめとするゼロ・トレランス（毅然

とした対応）方式の生活指導が提起されつつあ

る。その一方で、従来の「教育相談」のように、

教職員が早期に子どもの問題行動を発見し、相

談（対話）や支援を通じて対応を行う方向性と

軌を一にする SSWが導入された。ただし、従

来の指導や教育相談と異なる点は、「福祉」の

視点に立ったサービスを提供することである。

すなわち、子どもは単なる指導や支援の対象で

はなく人格を有する一個人として尊重され、ス

クールソーシャルワーカー（以下 SSWr）は子

どもたちのパートナーとして問題解決に臨む。

SSWr は、子どもの最善の利益を念頭に、子ど

もとその子を取り巻く環境（学校、家庭や地域）

に働きかけるのである。しかし、SSWの考え方

については広範な捉え方がされており、学校組

織の運営を円滑に行うことを意味する場合もあ

る。

　SSW 制度は、2008 年度に国の予算で全国

141 の地域、自治体にすると 331 団体で事業

が始まり、941 人の SSWr が配置された。SSWr

の活動目標は、第一に、子どもの抱える問題を

出発点に、子どもを取り巻くあらゆる生活環境

に働きかけることにある。学校だけで何とか解

決しようとする意識が強いが、それだとかえっ

て問題が深刻化するため、学校外の機関とも効

果的な連携を行なう必要があるからである。そ

して第二に、学級担任など特定の教員が抱え込

むのではなく、学校内もチームをつくり問題に

とりくむことである。そこで、SSWr の活動は、

子どもだけでなく教職員、保護者などからの相

談（SOS など）にも対応している。たとえば、

SSWr は学級担任や養護教諭、生活指導担当、

校長などと共に、校内ケース会議を開催し、子

どもの抱える問題（不登校、児童虐待など）に

関する情報の収集や分析を行った後、その後の

具体的な対応について検討するのである。以上

の他に、SSWr は、SSWの理念に関する研修を

学校の先生に向けても実施している。そのよう

な SSWr は、主に社会福祉士や精神保健福祉士

が担っているが、退職した教師、臨床心理士も

採用されている。

　以上の通り、SSW制度の導入の成果は、学校

や特定の教員が子どもの問題を抱えこむのでは

なく、学校内外で協働して問題解決を図る意識

や解決方法の基盤が形成されたことが評価すべ

き成果であると思う。その一方で、SSWの全体

的な傾向としては残念ながら縮小傾向にある。

その背景には、一部の大学や専門学校で SSW

課程を設置しているにも関わらず、SSWr の資

格要件が曖昧で法的位置づけがない現状（人員

不足）や、自治体の財政難がある。また、自治

体の財政難との関連でいえば、SSWr は非正規
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雇用であるため、SSWr 自身の生活保障の問題

があげられる。

　最後に、報告者の堀井さんは、大阪の寝屋川

市立和光小学校のとりくみをもとに、問題行動

を起こす子どもは、「困った子どもでなくて、

子ども自身も困っている」という言葉を挙げ、

自治体や私たち市民は、支援者として、子ども

の問題行動に対する見方をいま一度問い直す必

要があろう、と訴えた。

生活保護受給世帯の子どもの育成支援―
八王子市

　八王子市生活福祉課の小澤篤子さんは、貧困

の連鎖を断ち切るために市で試みられている、

生活保護受給世帯の子どもを対象とする直接支

援について報告された。小澤さんは、自身が生

活保護のホームレスの担当であった際に、生活

保護の申請時に彼（女）らがその成育歴の中で

多くの困難さを抱えてきたことを知る。全員で

はないが、小さい頃に虐待を受けていたり、コ

ミュニケーション障がいでいじめを受けていた

り、親との関係がよくないといったことが多

かった。以前に子ども家庭支援センターの館長

をしていた時に出会った子どもたちと同じ境遇

であることに気づくと同時に、その時出会った

子どもたちが将来、生活困窮に陥りかねないの

ではないかと考えた。何らかの対策を取らなく

てはと強く思った。子どもたちに対して決して

勉強ができるようになればよいと思っている訳

ではなく、勉強が苦手でも自分の足で立ってい

ける人であってほしい。しかし、子ども家庭支

援センターで出会った子どもたちは、勉強しよ

うとか、自分の足で生きていこうといった選択

肢が自分で知らないうちに選べない生育環境に

いる。「八王子市子どもの健全育成事業」は、

この現状を回避し、学びの機会を提供しようと

2010 年度から子どもの学習支援を中心に実施

している。この事業は、退職をされた小中学校

の先生方が設立した合同会社「都市教育研究所」

に受託している。それまで培ってきた経験と専

門性を地域に還元しようという考え方とこの事

業がマッチングした。学力も大切だが色々な人

生体験や社会体験も大切であることから、先生

方にはそうした体験学習も重視してもらってい

る。生活保護を受けている家庭の中学 2、3 年

生約 240 人が対象となるが、最初は 2箇所から

始めたが、実際に来てくれたのは 30 ～ 40 人程

度。八王子市は広いため来られない子どもがい

ることもわかった。

　学習支援を行うにあたって一番心配したこと

が生活保護の子どもを１つに集めることによっ

て、生活保護を受けていることが友だちや周り

の人に知られてしまう可能性があることだっ

た。小中学校では、子どもたちが生活保護世帯

の子どもであることがわからないよう先生方は

気をつけている。親が子どもに伝えていない場

合もあり、とても気を使ったが、子どもたちは

自分の置かれている状況をよくわかっていた。

特に問題が起きることはなかった。原則、利用

できるのは生活保護を受けている家庭の子ども

である。しかし、子どもには「生活保護」や「ひ

とり親」といった色が付いているわけではない。

友だちになるのに「生活保護」である・ないと

いったことは必要ではないが、この学習支援に

は必要で一緒に通うことができない場合があ
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る。また、生活保護を受けていなくても勉強し

たいという気持ちや少しお金が苦しい場合もあ

る。生活福祉課という立場からは生活保護受給

者への自立支援でなければ直接的な支援ができ

ない。それが、実情であり現在の課題である。

　子どもは 4つのタイプに分けられる。お金が

あってやる気がある子、お金があってもやる気

がない子、お金がないけどやる気がある子、お

金もない生育環境の中でやる気もない子どもの

4つである。お金がないけれどやる気がある子

どもへの支援は、現在行っている支援事業で大

丈夫であろう。一番支援が必要なのは、お金も

ないやる気もない子どもである。この子どもた

ちの育ちを支援することこそが、この育成支援

事業の果たす役割であるはずだ。これからどう

やっていくのか、とっても大きな課題である。

　現在は、生活保護受給家庭の中学 2、3 年生

260 人のうち 50 人を超える子どもたちが参加

している。2010 年度は、生活福祉課職員は担

当せず、受託事業として立ち上げたが、2011

年度からは支援員を雇用した。若干ではあるが、

何がもっと必要で、何が必要でないかがわかっ

てきた。ケースワーカーと共に家庭訪問などを

実施し始めている。虐待を受けた子どものケア

をする場合、効果が高いのは小学 3年生くらい

といわれている。本来なら、この支援事業も対

象年齢を下げなければ効果が薄くなるのではな

いかとも考えなければならない。実施する中で

色々な事が見えてくるだろうと思う。

　2011 年度は場所を 4箇所に増やし、体験学

習も炭焼き、ミュージカル観賞、バドミントン

大会などを行っている。受託先の「都市教育研

究所」に現役の相談学級の先生がいることから、

相談学級と合同での体験学習が実現している。

　報告を終えるにあたり小澤さんは、この事業

を行ってみての感想を次のように述べた。お金

を出すことや場所を提供することは必須である

が、より効果的にするためには人の支援、子ど

もたちを支える側にいる人の心の支援がなによ

り大事である。なにか、温かい人から人への支

援が必要だと、いま思っていると結んだ。

■　　■

　八王子市の報告を受けて、東京都が実施する、

低所得世帯の子どもの学習塾代や高校・大学受

験費用を貸付ける事業（入学した場合は償還免

除）、「受験生チャレンジ支援貸付事業と、被保

護者自立支援事業として行われる「塾代助成」

（支給上限は年額 15 万円）事業について都議会

議員（都議会生活者ネット）の西崎光子さんか

ら、事業内容と実施状況報告があった。これら

の活用で、基礎的自治体から子どもの貧困克服

を進めたい。

ひとり親家庭支援の推進―世田谷区

　最後の報告は、世田谷区子ども部子ども家庭

支援課の片岡敏江さん。世田谷区が進めるひと

り親家庭の支援についてであった。世田谷区の

母子世帯は 2592、父子世帯 287 と合わせると

ひとり親家庭の世帯数は 2879 世帯で、他の世

帯員がいる世帯は 3758 世帯となっており、ひ

とり親になる要因のひとつである離婚の件数は

2010 年度 1609 件と近年、増加している。ひと

り親家庭に対する主な助成や手当てを見ると、

2008 年と 2010 年を比較すると受給者が増加し
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ており、生活保護受給世帯数も年々増加してい

る。（図 1参照）

　世田谷区では次世代育成支援対策推進法に基

づく行動計画として「世田谷区子ども計画」を

策定。2010 年度策定の「世田谷区子ども計画」

後期計画では、①子どもの成長の支援、②子ど

もの保育環境の整備、③支援を必要とする家庭

のサポートの 3つを重点的なとりくみとして挙

げた。後期計画を作成する際にひとり親家庭に

アンケートを実施し、回答は 2077 件。回答世

帯の割合は、母子世帯が 96.1％で、父子世帯

が 3.6％であった。世帯収入の平均は 264 万 5

千円で、母子家庭が 259 万円、父子家庭が 333

万円。ひとり親家庭になった理由では、離別が

71.7％で、ひとり親になった時の末子の年齢は、

0～ 3歳までが 45.2% であった。地域から孤立

しがちで子育てに困難を抱えるひとり親にとっ

て、さらにサポートが必要な層であると考えら

れる。また、ひとり親支援制度の認知度につい

て聞く項では、ひとり親医療費助成を知ってい

ると答えた人が 90.4％である一方で、ホームヘ

ルプや貸付金制度、母子生活支援施設などを知

る人は 16 ～ 30％に留まり、「知っているもの

はない」と回答した人が 2.1％であるなど、制

度の周知が全般的に不足していることが伺える

結果であった。子育てで心配なことや悩みごと
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では、「経済的な負担」が７割を越え、次に「自

分の健康状態」が多いことから、将来への不安

という意味も含めて不安感が高いことがわか

る。また、子どもへの接し方や子どもの健康に

ついてなど子ども関連の項目への回答が 7割を

超え、子どもの様子について心配ごとや悩みご

と持つ世帯が多いことがわかった。（図 2参照）

相談相手のチャンネルをどれだけ持っているか

に着目し、子育てに関する相談相手を聞いたと

ころ、一番多いのが自分の親で 53.4％、友人や

知人を挙げた人は 8割以上となっている。相談

できる人がいない人が 6.4％については、近親

者や知り合いなどのサポートがなくて、行政の

支援が必要な層がこれにあたるのでないか。こ

の相談する人がいないという層を母子世帯、父

子世帯で比較したところ母子世帯で無職、次に

母子世帯でパート、母子世帯でフルタイム、そ

して父子世帯といった順で段々数値が高くなっ

ており、父子家庭の孤立感が高いと考えられる

結果であった。また、高校に行っていない世帯

が 10.8％を超えており、一般の高校進学率が全

国で 97％を超えていることを考えると高い数

値である。ここでも父子家庭の割合が高かった。

これからの子育てについて問う項で一番多いの

は、「子どもと協力しながら」の 79.5％で、こ

の「子どもと協力しながら」のみを選択した人

が 47％であった。地域でのつながりというの

が若干薄いのではと考えられる。

　世田谷区では、これらのアンケート調査の結

果をもとに、ひとり親家庭の現状と課題を踏ま

え目標を設定し施策体系を後期計画の中に反

映。まず、地域から孤立することなく、かつ自

立して安定した生活ができるよう、多面的な支

援体制や適切な利用を図ることを目標に、具体

的なとりくみ・支援の検討を行なうための作業

部会を設置。ひとり親家庭支援策の検討を 5つ

の柱に分けて行なった。①情報提供においては、

制度の周知が全般的に不足していることから、

多様な媒体を活用したきめ細かい情報提供を行

うこととした。②相談機能については、地域社

会とのつながりが希薄で孤立化しやすい家庭が

あるため、関係機関との連携や母子自立支援員

の研修などによる相談事業の充実をはかる。③

就労支援については、安定的な自立支援プログ

ラムなどで有効な支援策を進めていく。④生活・

子育て支援については、親子の心身の不安感が

あると考えられることから、心身の安定と子ど

もの健全育成をはかるサポートとして、ホーム

ヘルパー派遣や保育サービスなどの充実による

生活支援に加えて家庭相互の交流促進をはか

る。⑤経済的支援については、現在の手当てや

資金貸付などの周知徹底とともに、それらによ

る経済基盤の安定を支援する。

　作業部会の中間まとめとして、ひとり親家庭

に寄り添った適切な情報提供が欠かせない現状

への対応策として、引き続きメールマガジンの

配信を行うとともに、提供窓口を拡大してい

く。また、離婚直後の支援としてホームヘルプ

事業の期間を拡大、在宅就業支援の継続。そし

て、激変する環境の中で育つ子どもたちへの支

援として、学習支援を在宅就業支援事業に実施

に合わせ継続していきたいと考えている。2011

年度ひとり親家庭在宅支援事業を実施したこと

で、就労支援、情報提供、相談機能の充実やイ

ベントなどの交流事業、学習支援など、ひとり

親の総合的な支援の推進につながっている、と
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し世田谷区の報告を終えた。

■　　■

　以上の三者の報告を受けて、荒牧重人さん

（山梨学院大学教授）の進行のもと、質疑と意

見交換が行なわれた。立正大学の堀井さんには、

SSWr の担い手や課題についての詳しい説明を

求める質問が集まった。堀井さんは、東京はと

りくみが進んでいる自治体であり縮小傾向には

ないが、大学院生がアルバイト代わりに担って

いるなどの実態があるとした。SSWr としての

素質や適正など、人材確保が依然として課題で

あること、教員志望者や退職教員の場合、指導

感が抜けない場合が見られるなど福祉的なアプ

ローチに課題が残る。まずは、傾聴が基本であ

る。また、現状の SSWr は、嘱託職員や臨時職

員で採用される雇用形態であることから、が非

常に不安定な職域である。以上の課題点を含め

て、確たる制度構築をしていかなくてはいけな

いと応答した。

　八王子市の小澤さんには、職員が子どもにど

のように向き合っているのか、また、地域の人

たちへのアプローチの方法について質問があっ

た。八王子には、子ども家庭部という部署があ

るが、その部署の全職員がスキルアップ研修に

参加している。たとえば、虐待の増加や発達障

がいの子ども、生活保護家庭への対応などにつ

いてスキルアップの研修をするが、同様の研修

を地域で子どものために活動している民生児童

委員・主任児童委員など子ども支援活動にあ

たっている方にも行なっている。また、生活保

護受給世帯の子どもすべてをどのように救うの

か、生活保護家庭以外の困難を抱える家庭への

アプローチの可能性やとりくみを聞く質問に対

しては、支援員の方から回答があった。4ヵ所

に増やし、開設している地域では積極的に呼び

かける努力をしていること、それでも距離が遠

くて通えない子どもたちには、先に紹介があっ

た東京都の塾代助成を案内しているとのこと

だ。

　世田谷区の片岡さんには、在宅就労支援で貧

困から抜けられるのか、都やハローワークなど

との連携についての質問があった。在宅支援事

業の Aコースは、ダブルワーク解消のためのも

ので、5万円程度の収入が得られると考えてい

る。収入としては大変厳しいが、在宅ワークを

することで子どもと過ごす時間を多く取ること

が可能となる。この事業でのハローワークとの

連携は今のところないが、別の事業で母子自立

支援プログラムでは区のプログラム策定員がハ

ローワークと連携し、支援プログラムを作って

いくとのこと。

　参加者との意見交換では、里親の機能を活か

してひとり親家庭の支援ができないか。イギリ

スには、里親ではなくて里祖父母という制度が

あり、祖父母世代の支援者が若い母子の面倒を

丸ごと引き受ける。また、制度的にも母子家庭

向けには様々なものがあるが、父子家庭の支援

は十分でない。特に被災地では遺族年金が母子

には出るが父子には出ないなど、制度的な不備

があることなどが指摘された。

　以上の報告をふまえて森田明美さんは、基礎

自治体は予防と回復のための現場である。この

予防と回復の視点を明確にすることが大事で、

そのために都道府県との連携が重要だと述べ

た。また、里親制度を利用するとしても、見え
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にくい家庭での養育をどこまで信頼し、託すか、

その意味で市民性の質もまた問われ、社会福祉

の中での子どもの権利が問われているとした。

■　　■

　第 11 回となったこの日のつどいは、例年に

ないウィークデーの午後 6時からの開催であっ

たが、約 80 人の参加者を得て、3時間を超え

る集中した議論の場となった。

　閉会にあたって代表の喜多明人さんは、今回

みなさんと議論した子どもの貧困問題は、長引

く景気低迷と貧困層の拡大、要支援家庭の増加

などがその要因であるが、そこに追い打ちをか

けたのが昨年の東日本大震災であった。こうし

た状況が子どもの生活面、学習面だけでなく、

人間的な成長の有り様としても切実な問題と

なっている。子どもたちが健康で豊かな子ども

時代を過ごし成長していける――そんな地域社

会の実現をめざして一人一人が考え、行動し、

ネットワークするときが来ている。八王子市や

世田谷区の実践を学んだ私たちは、こうした

とりくみをひとつの参考事例に、子どもにやさ

しいまちづくりを実現に向けるための次の一歩

を、皆さんとともに踏み出したいと、締めくくっ

た。
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　3月 8 日に東日本大震災子ども支援ネット

ワークの主催による第 3回 東日本大震災子ども

支援意見交換会が衆議院第二議員会館 1F 多目

的ホールで行われた。昨年の 5月 5日にネット

ワークは発足し、震災から 1年を迎える。被災

地での子どもたちの育ちや子育て家庭に対して

の子育て支援を、子どもの権利に基づき実施し

てきた。その事例を基に、第 1回、第 2回と今

後の子ども支援、子育て支援について行政的支

援がどうあるべきか、また市民活動との調整は

どうあるべきかを国会議員や公官庁、市民とシ

ンポジウムや地域での意見交換会を通して議論

してきた。今回は被災地の子どもたちあるいは

子育て家庭の保護者の方々の現状、今後私たち

が行うべき課題、行政との協働について議論が

行われた。当日は年度末の繁忙期にも関わらず、

衆・参の国会議員 11 名が出席。また、議員秘

書 15 名 ( 資料のみ 7名 )、公官庁 5名 ( 資料の

み 1 名 ) 、NPO/NGO 等関係者 12 名、その他

23名の合計 66 名の参加があった。。

　はじめに被災県の自治体より現状と対応、行

政との協働の実践について報告がなされた。

　岩手県保健福祉部児童家庭課総括課長の奥寺

高秋さんは、これまでの支援に対しての感謝の

意が述べた上で報告された。

県内の被災孤児は現時点で 93 名、親族里親が

57ケース、親族で里親にはならずに引き取られ

たケースが 11、母子家庭で母親が亡くなり、父

親に引き取られたケース ( 離父 ) は 11、震災前

から施設等に暮らしていた子どもが疎なまま措

置を継続したケースが 3であった。また、他県

に 11 名が転出したが、ほぼすべて親族による

引取りであった。未成年後見人の選出が進み、

12 月末で選任済みは 39 件、申込み・相談中

が 31件、離父に引き取られたケースが 11件で

あった。他県に転出した子どもの追跡は出来て

いない。経済的支援については 12 月より「い

わて学び希望基金」による給付が開始。40億円

の財源は、県費からの 1億円以外は、民間企業

や個人からの寄付である。また民間による支援

も充実し、孤児から遺児にも支給対象を拡大し、

確実な受給をめざす。新しいとりくみとして県

の里親会が新規里親を訪問し、研修・交流会や

個別相談を実施。来年度以降も継続の予定。被

災遺児は 2月 14 日時点で 487 名、母子家庭が

56％、父子家庭が 44％である。現在、ひとり親

家庭用のリーフレットを作成し、支援制度の周

知に努める。既存の母子自立支援員のほか、新

たに遺児家庭支援専門員 6名による個別訪問で

支援制度の周知を行うが、地域により周知に格

差があり、陸前高田市での周知率は 3－ 4割に
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留まる。また、母子家庭自立支援の強化と共に、

NGOや NPOと連携して父子家庭支援などの新

たなとりくみにも力を入れたいところだ。

　保育士や児童指導員等を対象にこころのケア

研修会を 43回開催し、保護者向けにリーフレッ

トを配布。「子どものこころのケアセンター」は、

宮古市、気仙沼市、釜石市に専門の児童専門家

医が週 1回程度訪問しているが、法務省や他の

自治体からの支援終了に向けて、来年度は県内

の小児科医師への協力を仰ぎ継続の予定。また、

県の医師会が陸前高田仮設診療所に「子どもの

心の診療所」を開設予定。県としては、次年度

以降の長期体制確保を検討しており、地元の若

手医師の養成が急務だ。現在、国が 10 月に設

置した「大震災中央子ども支援センター」の県

の窓口を開設準備中だ。震災による保育中の死

亡事故は無く、保育所運営指針の中で、月 1回

の避難訓練が義務付けされていた事が大きい。

残念ながら 47 名の児童が保護者への引き渡し

後に亡くなった。これを教訓に教育委員会と保

育所では今後、津波警報が出た場合、保護者へ

の引き渡しを行わない方向でマニュアルを見直

す予定。また本格復旧においてはヤマト財団、

台湾の赤十字社からの支援を受けている。

　被災地ではグランドや公園には仮説住宅が建

ち、浸水域は活用不可で遊び場の確保が困難。

現在、若者の転出が増加しており、子育て環境

の改善は重要な課題だ。県内各地でNPOや大

学生グループによる学習支援のとりくみがなさ

れ、釜石市ではキッズドア、大槌町ではカタリ

バ、山田町ではゾンタハウス、陸前高田市では

学びの部屋などが実施される。県としても各市

町村で均一なレベルとなるよう事業化を検討

中。性犯罪の被害は報告されておらず、今後は

集約されるだろう。避難所・仮説住宅における

役員等への女性の参画は重要なポイントである

が、とりくみが遅れがちだ。

　児童相談所職員の増員のために、国に対して

被災県への特別交付税等による財政措置を要望

中で、県としては 2名の児童相談所職員の増員

を予定。保育・児童福祉・介護・医療分野にお

ける支援者への支援として、専門家が各地域に

赴き研修会を実施、9月と 1月には民間の子ど

も支援団体等との連携交流会を実施した。

　孤児・遺児への経済的支援の原資は、国内外

の一般市民団体、企業等からの寄付金による、

社会全体で支えるという大きな意思の表れだろ

う。仮設住宅の建設や物資支援ではNPO・NGO

等の迅速な支援活動が、遊びの支援や学習支援

の分野では民間の支援活動が素早い展開を見

せ、行政の不足を大きくカバーしている。企業

の社会貢献活動として、子ども支援にとりくむ

好事例も多い。行政との連携でも連携交流会の

開催や個別の協議等を通じて、意思疎通が比較

的よく行われており、子ども支援への想いは皆

同じであるとし、子どもたちの笑顔あふれる三

陸復興のための継続した支援を訴えた。

　ここで、参加された国会議員からの発言がな

された。民主党衆議院 中屋大介議員は、ここ

で聞いた現地の様子を活かした支援が行えるよ

う、与野党を問わない連携をしたいと発言。

　民主党参議院 今野東議員は、子どもの心のケ

アだけではなく、ケアに携わる医師へのケアの

必要性を訴えた。また国の施設再建のための施

策が、自治体や県を経由して国に申請が行われ
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るまでに時間がかかり過ぎるために、実際には

役に立たないという指摘があった事を挙げ、今

後は仕組みの見直しと共に、子どもたちを育て

守るために皆さんと連携していきたいと発言。

民主党衆議院 生方幸夫議員は、瓦礫の処理や放

射能の除染にとりくむ中で、子どものことが心

配。何度も被災地を訪れたが、被災地の風景の

中で日常を過ごす事だけを考えても非常にしん

どい。何かをしたいが、何をしたらよいか分か

らない国会議員も多いので、助言が欲しいと述

べた。

　民主党衆議院 泉健太議員は、子どもの権利を

一番に据え、東北の町づくりをしていかなけれ

ばならない。原状回復や復旧という事以上に、

この東北の地で、子どもの権利の精神が根付く

まで継続することが大切。また、被災によりひ

とり親を亡くすケースも多く、残ったもう一方

の親に引き取られ、内縁者や交際者からの虐待

を子どもが受ける場合がある。その場合、行政

の介入が困難なために早急に対応を考えなけれ

ばならないとし、今後もこうした意見交換の機

会を持ちたいと述べた。

　次に陸前高田教育委員会学校教育課 学務係

長の鈴木貴子さんより報告が行われた。市内で

は半数を超える世帯が被害を受け、死亡者・行

方不明者が多数あった。学校施設も甚大な被害

を受け、全壊した気仙小学校、気仙中学校、広

田中学校、小友中学校の 4校は同じ場所での再

建は困難に。気仙小学校では使用出来なくなっ

た施設の解体を環境省の補助事業で認められた

が、学校施設のうちプールが工作物とされ補助

対象外とされた。しかし、校舎が対象でプール

が対象外ということが理解できない。市役所の

庁舎、教育委員会が入っていた市民会館も全壊

し、職員も多数亡くなった。学校教育課では震

災前 13 名いた職員が、震災後は死亡 8名、退

職 1名で 4名に。教育委員会は職員が減り、電

話や携帯などの通信手段が使えず、各学校との

連絡は取れず、ガソリンの不足で学校訪問も出

来ず、各学校の状況が把握できずにいた。そう

した中で岩手県、名古屋市、一関市からの派遣

職員による人的支援を受けることが出来た。現

在は他の自治体からの応援、市の人事異動など

により 14 名体制となった。最初の執務室は高

台の公園に建った 3坪のプレハブの仮庁舎で、

8名の職員が働いた。学校給食センターには災

害対策本部が置かれた。2番目の執務室は少々

広くなったが、14名が仕事をしていた。6月の

室温は 35℃を超え、会議の際には近所の公園で

青空ミーティングを行った。

　学校再開までの支援は、震災後に休校となっ

ていた学校を 4月 20 日の再開を目標とし、使

用できる学校と教室の確保、児童生徒の生活環

境や通学手段、学校施設の応急・復旧、児童生

徒の通学学区をどこにするか、通学バスの確保、

多種多様・大量の支援物資の受け入れへの対応

を行わねばならなかった。4月 20 日に学校を

再開した際には、教職員が飲料水を運び、支援

団体は仮設トイレを設置、災害対策本部となっ

た学校給食センターの代わりに業者が仕出し弁

当を用意してくれた。全壊した気仙小学校が同

じ区内にある長部小学校と合同学習を実施し、

気仙中学校が廃校した旧矢作中学校の校舎を利

用し、広田中学校・小友中学校・米崎中学校は

同じ区内にある小学校に間借りをする事となっ
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た。支援団体の力が学校再開の原動力となった。

受水槽とポンプ設備の整備、合併浄化槽や仮設

トイレの整備、トイレの使い方の児童向け研修

など、学校の課題について教育委員会に報告し

てくれた。残念なことに「何か困っている事は

ありませんか？」と聞き、名刺を置くだけといっ

たケースもあった。

　学校正常化に向けては、校庭が使用できない

ために部活動の再開や、市内の企業が被災した

ために職場体験をどうするか、プールが被災し

た学校ではプールでの活動をどうするかといっ

た課題があった。仮設運動場の整備費用、部活

動のバス費用、プール監視員の応援とプール送

迎バスの費用、学習用バスの費用、高校入試用

バスの運行、児童生徒への電灯の配布など、様々

な支援団体から援助頂いた。支援団体に甘えす

ぎていないかを常に意識して、支援団体に支援

を求める際は課内で協議を行って来た。教育委

員会で準備をすることを基本とし、協力が必要

な場合のみお願いしてきた。

　今後期待する支援の 1つ目は、児童・生徒・

教職員への心のケアだ。物は段々普及しても、

心の復旧には時間がかかる。先日、子どもの通

う学校で、震災後 1年を迎えるに当たり心の準

備として、子どもたちが作文を書いた。書くか

書かないかは自由だったが、6年生の長男はA4

の紙両面いっぱいに、1年間の出来事を自分な

りにまとめていたのに対して、3年生の次男は

何度も書いたり消したりし、結局「眠れなかっ

たけれど、眠れるようになって良かった。」と

書いただけであった。子どもの年齢や被災の状

況により、心の傷が癒されるまでには時間が必

要と感じた。2つ目は子どもの居場所づくり。

自宅は仮設住宅で狭く、遊ぶところもなければ、

学校には満足な運動場もない。3つ目は就学援

助である。被災児童生徒数が増加し、市内児童

生徒の 36％が被災による就学援助を受けてい

る。

　セーブ・ザ・チルドレン・ジャパンが実施す

る東北まちづくりクラブは、子どもたちが将来

の町づくりを考える良い機会となっており、今

後に期待を寄せている。また、様々な学習支援

のとりくみが行われ、放課後や休日、小学生か

ら高校生までを対象に学校や集会所、トレー

ラーバスなどを利用して勉強をサポートして頂

き、とても心強い。最後に大切なことは支援団

体との協働。それは自立するまで、互いの信頼

関係があって行われるべき支援。支援団体の予

算も全世界からの感謝の支援金であると子ども

たちに伝えている。3月 6日現在、陸前高田市

では 1555 名が死亡、未だ 288 名が行方不明だ。

私たちはこの震災を忘れることなく、後世に語

り継がねばならない。そして、二度と同じよう

な被害を繰り返さぬよう、陸前高田市の将来を

担う子どもたちと共に全力で復興に向けてとり

くんでいきたい。

　次に宮城県石巻市役所子育て支援課の門間一

也さんより報告が行われた。石巻市には平成 22

年 4月に施行された「石巻市子どもの権利に関

する条例」がある。

①安全に安心して生きる権利②自分らしく生き

る権利③自分を守り守られる権利④社会に参加

する権利⑤適切に支援を受ける権利の 5つに分

け、「行政」「保護者」「市民」そして「事業者」

が責務を持って、権利の保護や推進に努めると
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されており、その事を念頭に置き支援にとりく

んできた。

　石巻市の子育て家庭状況は、昨年度末の児童

数が 2万 4 千 982 名、石巻市の人口は 15 万 3

千人の約 16%が 0歳 ~18 歳未満の子どもたち。

遺児は 150 世帯で 229 名、孤児は 38世帯で 52

名。仮設住宅に住む子どもたちは 2,037 名で全

児童数の約 8%。また自宅の 1F は被災したが

2Fで生活している在宅避難者やアパートなどの

賃貸家屋に避難している児童も居り、震災によ

り避難を余儀なくされた児童数は、実際もっと

多いと考える。

　石巻市役所の子育て支援課が所管する子育て

環境としては、保育所の子育て支援センター、

児童館、放課後児童クラブがあるが、未だに 4

つの保育所が仮設住宅に間借りをしている状

況。市では、放課後に保護者が就労のため養育

できない家庭の小学校 1年生～ 3年生までの児

童を預かる放課後児童クラブが 28 か所開設さ

れている。現在、子どもの保護の観点から子ど

もの居場所確保にとりくんでいるが、被災施設

で建設が必要となった所や被災により転居した

家庭もあり、児童の移動が進みニーズが高まり、

受け入れ規模の拡大や新たに建設が必要な施設

がある。そうした地区では、企業やNGO団体

からの寄付で H24 年度に建設される保育所が

3ヶ所、放課後児童クラブ 3施設ある。被災し

た保護者の負担軽減のため、保育所や放課後児

童クラブの利用者負担金の再配減免を実施中。

被災した児童の心のケアとして、公益社団法人

セーブ・ザ・チルドレン・ジャパンの協力を得

て、夏季休業期間中に出前講座を実施。そのほ

か土曜日と日曜日に親子交流イベントを開催す

る。また、NPO・ボランティア団体・個人等に

よる心のケアの支援では、放課後児童クラブを

利用する児童にワークショップなどを実施。

放課後児童クラブの支え手である指導員への心

のケアや被災児童保育に対応するために必要な

保育技術の向上を図るため、セーブ・ザ・チル

ドレン・ジャパンと協働し、全国学童保育連絡

協議会の協力を得て、指導員研修等を実施して

いる。内容は指導員全員で講義を受ける全体研

修と、放課後児童クラブに講師が入り直接の保

育に対する指導や、指導員の保育に関する悩み

解消等を図る実地研修を実施している。保育所

入所児童の心のケアに関する支援については、

NPOや市民団体等が保育所にて、子ども向けの

イベント等を実施。NPOや市民団体等の受け入

れ対応は各保育所で行われ、被害の大きかった

地域の保育所には多くの支援があった。

　震災復興における継続的な児童支援が重要な

ことから、仮設住宅棟では「親子交流」「一時預

かり」「子どもの遊び広場」等を開催するNPO

や市民団体等に対して、「安心子ども基金」を

活用し運営費の補助を実施するほか、行政側も

積極的に児童支援ボランティア団体等で構成す

る情報交換会等に参加し、ボランティア団体と

の情報共有を図る。現在、補助交付申請団体は

12団体、2月に採択される予定。交付予算額は

600 万円で、各団体 50 万円程度。H24 年度に

ついても、県も継続の意向を示しており、最大

100万円の交付を継続の予定。

　石巻市子どもの権利に関する条例には、「子

どもの保護」のほかに「子どもの社会参加」の

推進である。しかし震災以降、行政主導でのと

りくみは困難となり、セーブ・ザ・チルドレン・
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ジャパンの全面的な協力を得て、「こどもまちづ

くりクラブ」を共同で実施。中高生を中心とし

た子どもたちが、自分たちのまちについて子ど

もの視点で考え、「夢のまちプラン」を完成させ、

復興計画の検証を行い、自らの意見をまとめて

市長や知事等に対して政策提言を行っている。

また、子どもたちは復興支援に向けた石巻のま

ちづくりを考える中で、活動拠点となる場所 (居

場所 ) を必要としており、専門家から話を聞い

たり、他の地域の施設を見学しながらアイディ

アを出し合い、「子どもセンター」を建設する

事になった。子どもたちが専門家と共に設計に

携わり、今後は石巻市が寄付として受けて運営

を行う予定。子どもたちにとって単なる居場所

に留まるのではなく、運営に子どもたちが関わ

り、地域の大人と子どもの交流を図る事により、

子ども参加による地域復興・まちづくりの拠点

としての機能を果たすことが目的。

　今後の課題としては、震災により建設が必要

となった保育所や放課後児童クラブの専用教室

の建設費や用地取得等に要する負担が大きい。

放課後児童クラブの利用は小学3年生までだが、

保護者から 4年生以上の利用について多数要望

があり、受け入れに当たり、クラブ室の拡張や

新たなクラブ室の設置が必要だ。現在、市では

学校の敷地内または空き教室などを利用して運

営実施するが、学校側から利用可能な教室の使

用を断られる場合があるため、教育委員会の理

解が必要だ。被災した子どもを被災した指導員

が保育する環境にあり、指導員のメンタルケア

が重要のため、現在は全体研修会終了後に指導

員交流会を開催。仮設住宅等における児童支援

は継続が重要だとして、NPO等の支援団体に補

助金を交付しているが、支援継続の上で支援団

体が中長期的に支援活動を出来るよう、事業費

の補助のみではなく、支援団体との連携強化を

目的とした仕組みづくりが求められている。児

童支援を考えるにあたり、地域力・コミュニ

ティー力向上は不可欠、「地域の子どもは地域

で守る」といった体制の構築が必要。地域の幼

稚園・保育所・小学校・中学校などで働く人達

が地域と積極的に結びつくことで、子どもたち

あらゆる困難から包括的に守ることが出来る。

　また、子どもの社会参加では、子どもに関す

る施策や事業及び地域における様々なとりくみ

について、常に子どもたちの意見が反映され、

参加できるような仕組みづくりが必要。震災に

より多くの命や財産を失ったが、失ったからこ

そ気づいたもの、学んだもの、生まれたものが

ある。大人達はこれらを今後の復興に活かし、

将来を担う子どもたちに引き継ぐことが使命で

ある。

　次に会津若松市役所 児童家庭課の千葉昌弘さ

んより報告がなされた。会津若松市は地震によ

る直接的な被害は免れたが、他の自治体とは異

なり、避難者の受け入れといった特有の問題を

抱えている。市ではH15年に児童虐待防止ネッ

トワークを設置し、H22 年に要保護児童対策地

域協議会へ移行して児童虐待に対する支援体制

強化を図ってきた。現在は乳児家庭全戸訪問事

業、養育支援事業を開始し、要保護児童対策に

とりくむが家庭児童相談室や児童虐待の通告相

談件数は高い数値で推移したまま。要保護児童

の早期発見・早期対応及び虐待の未然防止に対

するとりくみを行ってきたが、近年は子どもや
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家庭を巡る問題が複雑化・多様化している。子

どもや子育て家庭に対するきめ細やかな支援を

目的とし関係機関・団体との連携強化や未然防

止の有効な手段や方法として啓蒙活動を図っ

た。具体的には子育て講演会の開催、地元 FM

ラジオなどによる広報啓発を実施。また要保護

児童対策協議会での大人を対象とした啓発だけ

にとどまらず、比較的若い時期からの啓発をと

いう意見から、福島県で推進していたCAPプロ

グラム事業と協働し、今年度より小学校 3年生

とその保護者を対象としてとりくみを実施して

いる。

　福島市は地震による直接的な被害は少なかっ

たが、物資不足など市民生活全体に混乱を及ぼ

し、現在は放射能の影響が生活に不安をもたら

している。原発事故による放射能の影響で子ど

もたちは、外で遊ぶことが少なくなり、線量計

を持ち歩くようになった。26 名の子どもたち

が望まない市からの転出を強いられた。放射能

に関する情報の無知により、親の不安やいらだ

ち、情報の錯綜、過敏な反応、地元食材への不

安が見られる。健康管理対策として除染作業、

モニタリングポストの設置、給食食材の検査を

実施する。震災後は子育て家庭の生活も一変、

震災後の父母の収入減少、失業、ひとり親家庭

の経済的困窮 により、昨年と比較してDVの相

談件数が 1.6 倍に増加した。児童虐待や貧困問

題も深刻だ。企業や工場、観光業の求人が低迷

し、離職だけでなく、就職困難などの影響が出

ている。他自治体からの避難者は2月現在5,093

名、児童数 1,216 名。役場機能を会津若松市に

移した大熊町からの避難者は 3,396 名、児童

数 811 名。移動してきた家庭では、家族や親族

がバラバラとなり家族機能が崩壊、子どもたち

の養育環境に強く影響を及ぼしている。行政や

関係機関とのモニタリング機能が低下し、これ

まで住んでいた市町村での支援が受けられない

要保護児童とその保護者が居る。転居してきた

要保護児童の居る家庭では、新たな支援の受け

入れを拒否、家庭訪問の際に居留守を使うため

に児童の安全を確認できない場合がある。養育

環境も悪化しており、避難所から借り上げ住宅

や仮設住宅に転居してきた子どもたちは、学校

を転々とするケースや、授業中に落ち着きがな

くなった、交友関係を築けないなど、学校から

の相談が増加した。地震への恐怖と不安からく

る PTSD へのケア、被災した子どもや将来の生

活への不安、原発事故による放射能が与える子

どもたちへの健康被害と影響、健診や予防接種

の未受診の子ども ( 要保護児童 ) へのアプロー

チ、住民票のない子育て世帯の把握と介入。こ

れらについては市の福祉事務所や保健師、児童

相談所などによる支援、スクールソーシャル

ワーカーの派遣、市民団体との連携による子ど

もたちの心のケア活動が重要だ。現在「あい

づ CAP」と連携し、児童虐待の未然防止へのと

りくみを実施。CAPプログラムは、子どもたち

がいじめ、誘拐、置換、性暴力と言った様々な

暴力から自分の心と体を守るための知識や具体

的な方法をロールプレイ ( 寸劇 ) で学ぶ人権教

育プログラムで、現在世界 12カ国で実施され、

これまで 500 万人以上の子どもたちが参加。日

本では 160 以上の CAP グループが、全国各地

の学校で実施し、福島県では 4つのグループが

活動中。子どもへの暴力防止に有効とされるプ

ログラムを実施し、子どもの権利や子どもの暴
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力防止の推進を図る共に、地域の児童虐待の未

然防止を目的とする。様々な暴力から自分の心

と体を守る知識や具体的な方法をロールプレイ

で学び、一方でその親は子どもが受講するプロ

グラムの内容を事前に受講し理解する事が出来

る。受講した保護者からは、「子どもは守るべ

き弱い存在と思われがちだが、権利を持つ一人

の人間として受け止めたい。」「今まで、子ども

の権利に無関心だったが、子どもの話をしっか

りと聞くようにし、あなたが大切な存在である

と言う事を伝えたい。」子どもたちからは、「権

利は自分だけではなく、みんなにあることが分

かった。1年生と 2年生の時にいじめにあった

が、(その時に知っていたら )習ったようにすれ

ば良かった。」「権利を取られる事がどれだけ怖

い事かというのがよく分かった。」「安心・自信・

自由・権利は人にとって大事。」という声が聞か

れる。ある学校では子ども同士のトラブルの際

に、このワークショップの受講後であったこと

から、解決がスムーズであったとの報告があっ

た。また放射能の影響で転校して来た児童に対

しても、いたわりの気持ちが強く、子ども同士

のトラブルは起きていないとの報告があった。

　今後のとりくみとしては、啓発活動の強化に

より児童虐待についての市民意識の向上と地域

での子どもたちを見守る体制の確立し、「あい

づ CAP」などの市民団体との協同により、児童

虐待防止に努めるための政策の構築を行う。児

童虐待は単一要因だけではなく、様々な要因か

ら発生するために、家族全体を見据えた総合的

な支援とケースワークが必要。また関係機関の

担当者のスキルアップ、児童相談所などの専門

機関職員の不足、児童虐待防止対策に関する予

算の確保が課題である。

　この報告を受けて国会議員や参加者の方々か

らの意見・感想が述べられた。民主党衆議院 中

林美恵子議員は、子どもたちは日本の将来の礎

であり、健全に育ってほしい。震災後に何が出

来る事はないかと女性議員が集まり、何度か被

災地に赴き、そこで行われている活動について

文部科学省などに提言している。CAPプログラ

ムをはじめ様々な情報を得る事が出来た。CAP

プログラムは被災地に限らず、日本全国に広げ

る事を検討したいと述べた。社会民主党参議院 

吉田忠智議員は、参議院の東日本大震災の特復

興特別委員会の委員として被災された方々の思

いを政策に反映させることが課題だ。遅くて小

出し (Too little too late) な支援・施策の実行と

指摘を受け、子どもたちの支援を含めて不十分

さを痛感した。野党全党でH23年東京電力原子

力事故による被害からの子どもの保護に推進に

関する法律案を作成中で、議員立法として出来

る限り早く参議院から提出したい。子どもの意

見をどのように聞き、周囲の者が実態をいかに

把握できるかが大切。それらを施策に反映させ

るために、共に頑張っていきたいと述べた。

　国学院大学講師でNPO法人子どもプロジェク

トを主催する福田恵美さんは、昨年 4月より東

京ビックサイトなどで学習支援を大学生と共に

実施。福島から都内に避難している方々をネッ

トワークでつなげたいが困難な状況。住民票が

ない方々の支援をNPOにつなげる事に限界が

ある。東京弁護士会が中心となり子どもの学習

権をという事で学習支援が開始された経緯もあ

り、NPOなどのネットワークとのつながりがも
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ともと無い。東京全体では約 7500 人が福島県

から避難しているとされているが、実は子ども

の数は正確な数値が分からない。政府が住民票

の無い子どもたちの状況を把握していくべきで

はないか。山形・新潟・東京にはたくさんの子

どもたちが避難しており、自主避難者を放置す

る事はできない。ぜひ会津若松市の方から、東

京に避難している方々への支援方法についてア

イディアを頂きたいと述べた。

　この質問に対し、会津若松市役所の千葉さん

は第一次避難で避難所にいらして、第二次避難

として会津若松市内の仮設住宅へ避難している

場合には、荷物の送り先やさりげない会話の中

からどの地域に移動するのかを聞き出すように

している。第 2次避難という時点で、要保護児

童とされて支援の対象になる。他の自治体から

の流入者は、近所から他地域の車のナンバー（い

わきナンバーなど）ということから、避難者で

はないかという通告があり把握が出来る。しか

し、行政が介入するための理由がないために個

人保護法の観点からも介入はできないと回答し

た。森田事務局長は、市民が支援しようとする

と、必ず個人情報の壁に突き当たる。支援対象

者がどこに居るのか、特に子どもたちの場合は

情報が把握しにくく、どのように行政がそれら

の情報を把握し、支援団体に伝えていくのか。

現在、避難されている方々はさらに困難度が高

まっているはずと述べた。

　これに対して厚生労働省雇用均等・児童家庭

局 為石摩利夫さんは、避難しているところの自

治体で様々なとりくみがなされ、NPOなどを中

心に親子の交流の場や子どもの遊びという観点

で支援を頂いている。政府としては、社会福祉

法人恩賜財団母子愛育会に「東日本大震災中央

子ども支援センター」を設置し、被災県と協働

したとりくみとして県全域の避難者に対しての

支援展開について検討中。個人情報による支援

のしにくさは確かにあるが、団体で避難してい

る方々は行政での把握がある程度可能だと思わ

れる。やはり民間住宅に避難されている方々の

情報が自治体でも把握しにくいとし、今後は「中

央子ども支援センター」が全ての支援を把握す

る事は難しいが、民間のNPOなどと連携して

とりくみを進めていくと回答した。

　国際NGO「子どもの遊ぶ権利のための国際協

会」の髙橋 博久さんは、子どもは意見を言えな

いという考えもあるが、子どもたちの意見を受

け取る大人の側に問題があるのではないか。自

治体の復興計画はほぼ出揃ったと新聞などで報

道されたが、実際には大人の計画になっている。

復興計画の中での子ども権利、子どもを主体と

した子どもの位置づけに疑問が残ると述べた。

　

　続いて、東日本大震災子ども支援ネットワー

クの運営団体より、この 1年間の活動を踏まえ、

今後の課題について提起や報告が行われた。初

めに森田事務局長からの報告がなされた。東日

本大震災子ども支援ネットワークは昨年の 5月

に発会し、日本ユニセフ協会、セーブ・ザ・チ

ルドレン・ジャパン、チャイルドライン支援セ

ンター、子どもの権利条約総合研究所の 4団体

が呼びかけして 30以上の団体が参加、この度 1

年目を迎えた。自治体や県、国レベルでの具体

的なとりくみの中や、市民との協働でのとりく

みにおいての 1年の振り返りや今後の活動を視

野に入れて、8つの提言を行いたい。
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(1) 子どもの権利を基本においた子ども支援 

(2) 法的整備の充実

(3) 子ども参加の多様な促進

(4) 子どもにかかわる分野の横断的なネットワーク 

(5) 保護的支援と環境整備の重層的な展開 

(6) 支援者の支援

(7) 行政と市民社会との協働の推進 

(8) 支援の継続 

　子ども支援の中には重要な視点がある、継続

した支援の必要性、親しい人を奪われ、大切な

人を失っているといった事である。子どもたち

にとってその悲しさや不自由さを決定的なもの

としてはならず、子どもたちが最善の利益を得

られるよう、より適切に回復できるよう大人社

会が努力しなければならない。その努力が出来

るかという事を私たちは今、被災地や子どもた

ちから問われている。震災復興支援において、

子どもの権利条約を基盤として子どもや家族支

援を展開してきた私たちは、子どもを中心とし

た子ども参加による支え合いの関係を持つこと

により、新しい集団や家族、地域の再生は可能

であると確信している。

　今後 10 年、20 年と続く復興の中で、市民社

会と政府、行政がどう協働していくのかが重要。

それをコーディネートする人や機関が決定的に

不足しており、その役割機能を国際的あるいは

様々な専門家の方々の協力を得て、構築せねば

ならない。これは子ども施策の中でひじょうに

重要な視点だと述べた。

　

　次にセーブ•ザ•チルドレンの津田知子さんか

ら報告がなされた。セーブ・ザ・チルドレンは

東日本大震災の支援においても、全ての子ども

にとって生きる・育つ・守られる・参加すると

いった子どもの権利が実現される世界を目指

し、何が出来るのかを考えてきた。現在、5か

年計画で、①学童クラブや保育園、仮設住宅

での子どもの保護、②学校の環境汚染や奨学

金、防災教育などの教育的支援、③子どもの参

加を視点とした子どもにやさしいまちづくり

という 3つの支援の柱で活動を実施している。

SOFT(Speaking Out From Tohoku) ~ 子どもの参

加でより良いまちに～というプロジェクトは、

今と将来を生きる子どもたち自身が声をあげて

参加する事で、被災前よりも良い町を作ろうと

いう活動。約 1万 1千人の子どもたちを対象と

した意識調査「Hear Our Voice」を基にしており、

9割の子どもたちが自分の町のために何かをし

たい、8割が自分の町を良くするために人と話

したいと回答、しかし一方で、こういった思い

をどこで話せばよいのか、誰が聞いてくれるの

か、何をしたら良いのかといった声もあった。

　6月下旬から山田町、石巻市、陸前高田市で「子

どもまちづくりクラブ」にとりくむ。小学 4年

生から高校生の子どもたちが定期的に週 1回集

まり、子ども同士で、または地域や行政の方と

話したり、話を聞いたり、時には専門家の方に

話を聞きながら地域の復興に向けたまちづくり

のプランを考えている。宮城県、岩手県、活動

拠点である 3市町復興計画を子どもたちが理解

できるように訳して、子どもたちと読み取ると

いった作業を進めてきた。同時に出来上がった

プランを子どもまちづくりのメンバーが国に対

して意見書を作成、2月 25日には平野復興大臣

に「意見書」を提出した。その中で、子どもた

ちは①大人の意見だけではなく、子どもの意見
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を大切にしてほしい。仮設住宅が校庭や公園に

建てられ、遊び場の確保が困難との報告があっ

たが、それは仕方がない事だと思っている。し

かし、そのことを事前に説明してほしかった。

②国から被災地支援をして欲しい。被災地に住

んでいる私たちだからこそ、必要な支援が分か

る事がある。ぜひ、被災現地を訪れて欲しい。

③全国で津波、地震に対する対策をして欲しい

と伝えた。

　中学 2年生の女の子は地震が心配という理由

で、東京への修学旅行に行く事が出来なかった。

今回の震災から学び、津波や地震への対策が全

国で行われれば、こうした残念な思いをする必

要はないはずだと話していた。被災したかわい

そうな、守らなければならない子どもたちとい

う子ども像があり、子どもの意見を聞くことが

無駄ではないかという大人の意見もあった。陸

前高田市でまちづくりに参加する 15 歳の女の

子は、震災で家や家族を亡くして、親せきから

違う町に来ないかと声を掛けてもらったが、そ

れでも自分の生まれ育ったこの町に残りたいと

思った。街並みがなくなっても私の故郷である

ことに変わりはない。元通りに戻る事はないと

思うが、今生きている私や町の人たちの力で作

り上げていければ良い。また、こうして生きて

いる私たちの思いを、日本だけではなく外国の

人たちにも知って欲しいと発言している。行政

からの協力や強い思い入れも感じている。11月

20日の「子どもまちづくりサミット」では子ど

もたちに次のようなメッセージが届けられた。

陸前高田市からは復興計画にも謳われている防

災メモリアル公園の中に、子どもたちの思い描

いているものを目に見える形で具現化したい。」

山田町からは「復興計画に魂を入れていくには、

子どもたちの地元を復興しようという気持ちが

必要。行政としてもこのような気持ちと連携し

ていきたい。」石巻市では「大人は実現するため

に努力するから子どもたちの意見をどんどん提

言していって欲しい。」との声が挙がった。地

域の保護者の方々からは「子どもたちがこの活

動に参加することで、自分自身が励まされた」

との声もあった。お子さんを亡くされた方もあ

り、複雑な心境の中で「自分の子どもが前を向

いて未来を描いている姿にすごく励まされた。」

という声も頂いた。山田町の方からは「若い人

たちが町から離れて行く状況で、まちづくりに

関わっている子どもたちは、いったんは出て行

くかもしれないが、また戻ってきてくれるだろ

うという期待ができる。」という声もあった。

子どもたちからは「意見を言う事は地域に貢献

できることだから、これからもどんどん意見を

言っていきたい。僕たち子どもだけでは町の復

興は出来ないし、かといって大人だけでも町の

復興は出来ないと思う。たくさんの意見を出し

合い、一人ひとりが町を復興させる上で協力し

合う事が大切だと強く感じた。」「これからは日

本だけではなくて、世界にも、特に子どもが弱

い立場の国で子どもの声を聞いてくれるよう言

いたい。」といった声が上がっている。子ども

参加の実現は決して容易ではないが、子ども参

加で社会が変わると考えている。今後は子ども

参加の仕組みをシステム化していき、それによ

り子どもたちがエンパワーメントされるように

して行きたい。そのために復興計画の策定、実

施、モニタリング評価といった全てのプロセス

に子どもたちの声を実際に反映させる子ども参
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加の制度の創設が重要だと述べた。

　次に日本ユニセフ協会の菊川穣さんから報告

がなされた。1年間、6つの分野で支援活動を

実施。活動の中で、どのように協働 (パートナー

シップ ) を実践して来たのか、市民社会との恊

働に視点をあて、各プログラムにおける市民団

体との連携が紹介された。

①の緊急物資の配布では、ガソリンも水もない

状況の中で、宮城県教育委員会からおもちゃを

届けたいと提案があり、IKEA から寄付された玩

具を早急に手配したが、県の災害対策本部では

玩具は配布してもらえない状況に。そこでユニ

セフの活動を継続して支えてきてくれた生協が

自らの支援物資を届ける際に玩具を届けてくだ

さった。

②の保健栄養分野では、7億 5千万円規模で支

援を実施。乳幼児健診の再開を中心に、イン

フルエンザの予防接種への助成といった形で、

医師会その他と協力させて頂いた。専門的な

NPO,NGO や学会、企業の力が大きく、広報媒

体を作る際に広告代理店が無償でデザインなど

を提供してくれた。

③教育分野では 25 億円近い支援を実施。学用

品などを配布する際、企業からの支援と全国の

ユニセフの県協会の方々がボランティアで文房

具を袋詰めして下さり、生協の支援により届け

られた。宮城県で一番最初に学校を再開した女

川町では、物品の仕分けなどを徹夜で行い 4月

12日に再開が出来た。岩手県、宮城県、福島県

で仮設と本設両方を含めて 14 か所の園舎建設

の支援を行って来た。行政や学校法人からの要

請でとりくむ中で、土地や統廃合の問題などの

問題もあったが、その際の地域の方々からの情

報やアドバイスがひじょうに役立った。

④心理社会的支援では、岩手県•宮城県での日本

プレイセラピー協会との連携で、福島では県臨

床心理士会との連携で、未就学児童やその保護

者への支援を実施。「ちっちゃな図書館」を被

災地で 33万冊届けることが出来た。

⑤子どもの保護の分野では、被災 3県の CAP事

業を無料での提供を推進。遺児になったケース

が父子家庭の場合、自分の悩みを誰かに打ち明

ける事すらできず、どうしたら良いのか分から

ず、ある意味母子家庭以上に孤立感がある。そ

の上、震災で仕事を失くした場合もあり厳しい

環境にある父親への支援は重要。埼玉県新座市

のNPO子育て支援ネットワークと協力し、仙

台にて「お父さん支援員」の研修を実施中。評

判が良く、今後は岩手県の方でも実施を検討中。

⑥子どもにやさしい町づくりの分野では、岩手

県大槌町、宮城県女川市、福島県相馬市で行政

のプログラムを支援する形で実施。相馬市では

5ヶ年で「ふるさと相馬子ども復興会議」を実

施するプランを立てており、ユニセフ協会では

物資支援や人的支援を行っている。昨年 11月 6

日に市内の小中学校で、震災を振り返りどう考

えるかといった発表会が行われた。子どもたち

からは復興はこれから 20年～ 30年かかる。そ

のために今、自分たちは学びたいし考えて行き

たい。今後は相馬市の豊かな自然を回復できる

ようなとりくみをしたいとの声が聞かれた。権

利には必ず義務を伴うものであり、20 年～ 30

年先の人生を安心して立派に成長できるように

環境を与えることは責任。

　現地では今、支援者への支援が必要とされて
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いる、しかし保育士の数が圧倒的に不足。例え

ば大槌保育園では、来年度の定員が 77名だが、

保育士が 7名しか確保できていない。4歳児、5

歳児には障がい児が 1名ずつ居り、保育士 1名

の加配が必要。ハローワークへも求人の掲載を

しているが、東京の社会福祉協議会から臨時で

ボランティアの方が、また JOCA( 青年海外協力

隊 ) からも臨時で保育士が派遣されているが、

契約は 3月までの予定。釜石市の保育園でも人

材不足。一方で沿岸地域では保育士での採用希

望者は1名だと聞いている。一番大きな問題は、

初任給 13 万円と言われる採用条件である。こ

うした状況に国として何ができないのだろうか

と述べた。

　続いて政府のとりくみについて報告が行われ

た。厚生労働省雇用均等・児童家庭局 為石摩利

夫さんは、2月 14日現在、孤児は岩手県が 93人、

宮城県は 126 人、福島県は 21人、合計 240 人。

遺児は岩手県が 487 人、宮城県 732 人、福島県

141 人、合計 1360 人と報告。

ケアの必要な子どもたちへの支援は「安心子ど

も基金」の中で財源を確保しており、宮城県で

は、子どもの心のケアチームが巡回、福島県で

も心のケア事業として、児童相談所を中心とし

て支援体制を強化している。親族里親への支援、

里親支援、ひとり親支援なども実施中だ。

「東日本大震災中央子ども支援センター」を立

ち上げ、日本子ども家庭総合研究所内に設置し、

被災した子どもたちへの長期的支援を行ってい

く。

　震災直後に海外から支援に駆け付けた専門家

を受け入れなかった。それは、最後は被災地域

が責任を持つという事があり、国が地域を支援

するという思いを持って対応した。子どもの成

長を中長期的な観点で考える際に、児童分野の

精神科医・心理士はご自身の仕事を持ちながら

支援に当たるために、対応できる専門家が限ら

れた。そのため、日ごろから子どもたちに関わ

る人々への支援体制づくりに重点を置いた。中

央子ども支援センターには、協議会・構成団体

として 50 以上の団体が加盟。今後は被災県に

窓口を設置し、現地のニーズを受け止め、県と

連携を取りながら支援を進める予定。

行政は個人保護法があるので、支援できないた

めに地域の方々の協力が必要だと述べた。

　文部科学省大臣官房 山野智寛さんは、学校再

開を最優先に考えた。約8000施設が被害を受け、

うち 200 施設は再建が必要で、現在、高台移転

の必要といった特別な場合を除いてすでに予算

措置がなされ再建に向けて動いている。震災の

合った翌月には新学期を迎えるにあたり、避難

先で必要な学用品などの提供を実施。震災で遺

児や孤児となった子どもたちの大学まで支援で

きるよう、新しい特別交付金を設け学用品や給

食費の補助、授業料の免除などで支援が可能と

なった。

　被災 3県を中心に 1080 人の教職員を補充し、

児童生徒等への心のケアや学習支援を実施。ま

た、(独 ) 国立青少年教育振興機構と連携し、子

どもたちの心身の健全育成とリフレッシュのた

めのキャンプを実施し、現在までに 7300 名が

参加した。他にもスポーツを通じた支援や、支

援と被災地のニーズマッチングさせるような

ポータルサイトを運営中だ。今回の震災で学校

が避難拠点となったことから、学校を中心とし
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た地域のまちづくりを考えており、強力な耐震

設計、太陽パネルの設置などを行い、学校の防

災機能の強化や防災教育を充実させていく。学

校と地域の公民館や図書館、社会福祉施設など

と複合化していき、学校をまちづくりの拠点し

ていきたい。また、全国の公立学校の耐震化や

防災機能の強化を実施し、教訓を活かした防災

教育や研修などの活動も実施していきたい。福

島県では、放射能から子どもたちを守るために、

400 校以上で除染活動や学校給食における放射

線に関する検査を実施していると述べた。

　ここで、今回の意見交換会を実現させるため

に尽力された大河原議員より、市民社会との連

携の重要さを改めて痛感した。支援活動に必要

な政府の予算がきちんと配分され使われること

に尽力したい。復興計画に女性の視点、男女共

同参画の視点、子どもの視点がない。今後、将

来を担う子どもたち本格的な支援に向けて、子

どもたちをエンパワーメントしていく活動が必

要、それが大人たちの希望につながる。8つの

提言についても、政府、NGO/NPO などの市民

団体の方々との連携を取っていけるよう、努め

るとした。またチャイルドライン支援議員連盟

の事務局を担う立場からも、超党派のグループ

でもアドボカシーを行っていくと述べた。そし

て国連人権委員会で、日本では初めて共同提案

国となったが、未だ個人通報制度の第一署名国

になることは実現しておらず、大変残念だと述

べた。

　以上の意見交換を受けて、ネットワーク事務

局長の森田明美さんは、異例の 2時間半という

意見交換会に年度末の忙しい時期に参加して下

さったことへの感謝を述べた。

子どもの権利条約の第三回の政府報告の時か

ら、なぜ子どもの権利条約が国内に浸透してい

かないのかを議論し、考え続けてきたが、一番

大事なことは、子どもたちの声に耳を傾けるこ

とであり、それが最初のスタートだと考えてい

る。子どもたちが持っている総合的・重層的な

問題について、慎重に丁寧に観ていく必要があ

り、それらの問題を抱え込み、長期的に支援し

ていかなければならない。今後も子ども支援意

見交換会を継続できるよう頑張りたいと述べ

た。そして行政と市民 (または民間 )、企業も含

め、様々な市民と国とが一体になり、子どもた

ちを支えていく事を継続していく事が重要だと

強く訴えた。

　第 3回目の東日本大震災子ども支援意見交換

会では、被災地で支援する自治体やNGO/NPO

により、現在の被災地の子どもたちあるいは子

育て家庭の保護者の方々の置かれた状況や、行

政との協働がどのように進められてきたか、そ

こから見えてきた今後行うべき支援と課題につ

いて活発で有意義な議論が行われ、閉会となっ

た。



29 ｜ 第 12 回「子どもの権利条約具体化のための実践」助成事業報告　とんとんみー三味線クラブ

１．団体名
　　とんとんみー三線クラブ
２．構成員　　　
　　小学校１年生～高校３年生までの児童生徒
（34名）

３．活動日　　　　
　　毎週土曜日午前 10時～ 12 時まで
４．活動場所　　　
　　民家（無料で提供してもらっている）
５．三線所有数
　　９丁（三線がない子へ貸し出しをしている）
６．指導者
　　（ボランティア）
　　又吉章盛（古典音楽師範）
　　山城艶子（古典音楽師範）
　　沖縄県教職員組合中頭支部専従
７．父母会会長
　　大城市子

８．活動概要

　沖縄県うるま市字塩屋自治会が、平成 12 年

文部科学省の「週５日制に伴う緊急 3 カ年事

業」の指定を受け、「三線教室」を開設しました。

週 5日制の実施に伴い、子どもたちの土曜日の

過ごし方を地域でサポートしようという試みの

一つとして、小学生・中学生を対象とした「三

線教室」が開かれることになり、小学校の教室

を借りて土曜日の午前中、三線のお稽古をして

過ごすようになりました。活動日は、初年度は

月 1回でしたが、子どもたちの要望により 2年

目は月 2回となり、3年目は毎週土曜日となり

ました。

　平成 15 年からは父母会を結成し、名称も新

たに「とんとんみー三線クラブ」と命名し活動

を継続するようになりました。講師の先生も引

き続きボランティアとして参加してもらってい

ます。活動場所を市の福祉センターに移したこ

とにより、他市町村からも子どもたちが参加す

るようになりました。小学生から高校生までの

子どもたちがなかよく助け合い、教え合いなが

ら交流を深めています。地域の子ども祭り・市

の生涯学習フェスティバル等への出演で地域活

動への参加も多くなり 、「とんとんみー三線ク

ラブ」が広く知られるようになっています。ま
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た、古典音楽「子ども琉楽奨励賞」の銅賞・銀

賞・金賞・会長賞にも多くの入賞者が出ており、

沖縄の伝統芸能の後継者育成にも貢献すること

となっています。子どもたちの送迎は保護者が

責任を持ち、茶菓子の準備も輪番制にし、保護

者のサポートは子どもたちにとって心強いもの

があります。

　三線楽器は基本的には個人で持ってくるよう

になっているため、クラブに入りたくても三線

のない子にとっては、三線を購入するには値段

が高く、家庭の経済状況と相談しなければなら

ないのが現状です。今回助成金をいただくこと

ができ、三線 3丁を購入することができました。

ありがとうございました。三線のない家庭の子

にも積極的に声かけをして、さらに会員を増や

すことができるものと喜んでいます。
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＜事業の趣旨・目的＞

　ベトナム語教室に通う子どもたちがベトナム

語を使ってアウトプットできる環境を創るこ

と、その環境を創ることで、同じルーツを持つ

仲間との連帯感や改めて自らのルーツについて

考える機会につなげ、子ども達自身が自己肯定

感を持って元気になっていく。その元気を周囲

のルーツを持つ子どもや大人に波及させ、多文

化共生社会を目ざす社会で重要な役割を果たす

人材になってほしいという目的で、この事業を

実施しました。

　具体的には、現在ベトナム語教室に通う、主

に中学生を中心としたメンバーで、ベトナムの

昔話を題材にして紙芝居を作成し、また出来上

がった紙芝居を使ってのおはなし会を行うこと

でした。

＜作業ミーティングの開催＞

　7月 30 日から 12 月 24 日まで、計 8回のミー

ティングを行いました。

紙芝居の題材は、あまり長すぎない、内容が難

しすぎないものとし、子ども達とベトナム語教

室の講師、スタッフと共に決定しました。紙芝

居の重要な要素であるイラストに関しても、途

中から専門家の指導を受けながら作業を行いま

した。
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＜ミーティング内容概要＞
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＜事業に対する評価＞

（事業背景）

　当会の活動する、大阪府八尾市には、他市と

比べて外国人市民が多く居住しており（人口に

対する外国人市民の割合が 2.4％で、全国平均

の 1.63％よりも高い）。特にベトナム人市民は

八尾市で韓国・朝鮮籍者、中国籍者についで 3

番目に多く（八尾市の外国人市民の約 13％）、

当会の周辺地域には、ベトナム人市民が多く暮

らしています。日本で生まれた外国にルーツを

持つ子どもたちは、公教育では日本語が使用さ

れています。八尾市では渡日してきたばかりの

子ども達をその子ども達の母語で日本語指導を

行う制度や、民族クラブで自分たちの持つルー

ツについて学ぶ機会が保障されています。しか

し母語を保障する制度に関してはほとんどなさ

れておらず、主に家庭に委ねられている状況が

あります。

　ベトナム語教室に通う子どもたちは、日本で

生まれたか、幼少の時に渡日してきたケースが

ほとんどです。日本語が第一言語となっている

子ども達が多く、母語力は家庭環境によって

様々です。例えば家庭内で日常的なベトナム語

を話すことができる子どももいれば、ベトナム

語を聞くことができるけれども答えることが苦

手な子ども、話すことも聞くこともほとんどで

きない子どももいます。また年齢が進むにつれ

て、日本語が圧倒的優位になる社会状況の中で、

ベトナム語を話す機会がないまま、母語力が失

われていることも少なくありません。

　このような中、当会では保護者の要望により

2004 年からベトナム語教室を開催してきまし

た。この教室が、ベトナム語を学ぶだけでなく、

同じルーツを持つ仲間と出会える場、またこの

教室をきっかけに家族とのコミュニケーション

が更に強くなること、ベトナムにルーツを持つ

ことがマイナスではなく更に自分を豊かにする

というプラスの自己肯定感を育む場としての役

割を果たしていると考えています。

　教室が始まった当時、小学生の低学年だった

子どもたちも中学生になりました。最初は文字

の読み方、書き方も知らなかった子ども達が文

章を読んだり書いたりできるようになりまし

た。実年齢と同じようなベトナム語力の維持は

難しいですが、このように母語力の維持・向上

ができたのは 1週間に 1回（1回の学習時間は

45 分間）という限られた学習時間以外に、家

庭の中で意識的にベトナム語を話そうとする家

族と子どもたちの努力があったことも大きいと

言えます。

　しかし学んだベトナム語を使って、何かを発

信すること（アウトプットする場）がまだほと

んどなかった子ども達にとって、今回の紙芝居

作成事業は大きな力につながりました。

　（事業効果）

　紙芝居作成を行う中で、改めて子どもたち自

身のルーツを振り返る行為ができました。中心

になった 2人は当会のベトナム語教室ができた

頃から通っていましたが、これまで改めてルー

ツについてじっくり話したり、意見を聴いたり

することがありませんでした。しかし今回の紙

芝居作成の中で、ルーツを持つことをどのよう

に感じているか、当会のベトナム語教室をどの

ように捉えているか、将来はどんな仕事に就き
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たいのかなど具体的なことを聴くことができま

した。

　また子ども達自身が今まで学んできたこと

（インプットしてきたこと）を、実際に紙芝居

のお話を翻訳する、ベトナムの風俗を改めて調

べる等複数の作業を踏まえてひとつの作品に仕

上げたこと（アウトプットすること）も大き

な成果です。参加者のメンバーの一人が後述し

ているように、「自分がこんなにきちんと翻訳

できることにびっくりしました。それにこんな

にできるんだと実感できたことが嬉しかったで

す。」と確実に自信に繋がっていることを物語っ

ています。自分たちの力を客観的に見ることが

できる機会を持つことができました。

　更に紙芝居を制作するにあたって専門家の指

導のもとで作品としての風格を持たせることが

できました。メンバーのほぼ全員が絵を描くこ

とに興味を持っていましたが、公の人が見るた

めのイラストなどを描いた経験はほとんどあり

ませんでした。そのような状況の中で、構図の

イメージ、イラスト全体のバランスや、パステ

ルの塗り方等アドバイスをもらいながら作業を

進めたことで、イラスト技術も習得しながら、

親しみやすい、みやすい作品に仕上がっていま

す。おはなし会を開催した際にも、紙芝居を鑑

賞した子ども達から、イラストが見やすい、カ

ラフルできれいという評判を受けました。

＜今後の課題について＞

　紙芝居を作成するにあたり、以前教室に通っ

ていた仲間にも呼びかけるというのを予定して

いました。しかし中学生になると、クラブ活動

や塾などで、ルーツに関わる活動への時間を作

ることが難しくなり、今回も以前教室に通って

いた子ども達にも声をかけましたが、参加には

つながりませんでした。中心になってくれた中

学生２人も受験や塾、クラブ活動を抱えながら

参加したという現状があります。学校の民族ク

ラブなどの正規課程の中で、このようなアイデ

ンティ・テキスト作成の取組み（アイデンティ

ティ・テキストとは、複数言語で作成され、作

品そのものが、自分のアイデンティティを前向

きにうつしだす鏡の役割をする）が推進されて

いけば、子ども達も物理的にも参加しやすくな

ると共に、公の場でも（当たり前に）ベトナム

語を学ぶ（ベトナム語ができる）ことがプラス

になるという認識を深めていく機会につなが

り、多文化共生社会を担う人材の育成に大きく

寄与できると考えています。

＜今後の活動予定、展望＞

　出来上がった紙芝居 15 部は、八尾市内の学

校（保育所や小学校）、八尾市や神戸市のコミュ

ニティ組織、関西地域の国際交流団体、大学等

11 箇所へ寄贈し、残りの 4部は当会に保管し

貸出等を行う予定です。またおはなし会も積極

的に開催していきたいと考えています。

また 4月から始まるベトナム語教室の教材とし

て活用するほか、当会で行なっている地域日本

語教室で成人のための日本語教材としての活用

も考えています。

中心になった子どもたちに、インタビュー形式

で感想を聞いてみました。
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39 ｜ document ／子どもの人権関係の報道と記録から…【2012.4.1~2012.5.11】

■ 2012/4/2　【朝日新聞】
演じ守る、子どもの人権　
広島で高校生・弁護士が劇を披露

　非行少年らの人権保護にかかわる制度や施
設の充実をめざし、高校生と弁護士が 29 日、
広島県広島市内でオリジナルの劇を披露する。
脚本を手がけた那須寛弁護士は「困難を抱え
た子どもに大人や社会が寄り添える世の中に
なってほしい」と話す。 演じるのは、広島市
立舟入高、沼田高の両演劇部員と広島弁護士
会の弁護士ら計約 20 人。 劇を通じ、少年事
件の審判の弁護人にあたる「付添人」の制度
の充実と、居場所のない少年らが自立するま
で支援する生活施設（自立援助ホーム）の必
要性を伝えるのが狙いだ。 劇は約 1時間半。
両親の離婚後、父親に虐待されて家を飛び出
し、自立援助ホームで生活する 19 歳の姉と、
母親と暮らしつつも傷害事件で逮捕される、
16 歳で高校生の弟が主人公。姉は仕事を見つ
け、悩みながらも自立を目指して懸命に生き
る。弟は審判にかけられるが、付添人が弟の
言い分を分かりやすく裁判所に伝え、姉や母
親との関係修復を促すなど生活環境の調整に
も奔走する。姉弟の姿を通し、制度とホーム
の仕組みや現状を描くストーリーだ。 県によ
ると、NPOが運営する自立援助ホームは県内
で 2カ所。児童養護施設もあるが、保護者の
もとで暮らせない子を保護するのが狙い。那
須弁護士は「児童養護施設では、少年院を出
た子や、年齢制限にかかる子らは入れないケー
スもあり、行き場のない子どもは少なくない。
ホームの増設が必要」と訴える。県内の弁護
士や社会福祉士など有志が NPO 法人を立ち
上げ、新たなホームの設立を準備中だ。また、
少年審判での付添人について、那須弁護士は
「付添人が選ばれるのは重大事件が主で、全体
の半分以下。子どもの人権を守るため、全て
の事件に付添人を付けるよう制度を改善すべ
きだ」と話す。
 

■ 2012/4/5　【朝日新聞】
「駅ナカ保育園」首都圏に続々　
沿線住民呼び込み狙う

　首都圏で保育園の経営に乗り出す鉄道会社
が相次いでいる。子育て世代は、鉄道各社に
とって日々の通勤に利用してくれる「お得意
様」。駅前や駅ナカという好立地を生かし、4
月には南関東の 1 都 3 県で 10 カ所が新たに
オープン。現在は 10社で 96カ所に上る。「子
育てしやすい街」として沿線のイメージを向
上させる狙いもある。昨年秋に改修された京
王線の東府中駅（東京都府中市）。改札口から
徒歩 30秒の駅舎内に 2日、都の認証保育所「京
王キッズプラッツ」が開園した。京王電鉄が
保育園事業に乗り出したのは 2008 年。現在
はグループ会社が沿線 6カ所で運営する。飲
食店や本屋などのテナントに比べると、施設
の賃借料収入は半分ほど。社内には「テナン
ト料収入が見込める店舗を誘致すべきだ」と
の声も強かった。だが、首都圏の鉄道利用者
は減少傾向。京王電鉄でも 08 年度をピーク
に減少に転じた。15 年には沿線人口の 3割が
60 歳を超えるという試算もある。将来の人口
減で、乗客はさらに減るとみられている。同
社事業推進部の島田忠・子育てサポートチー
ム課長は「通勤で毎日鉄道を使う世代への支
援を手厚くすることが長期的な収入源の確保
になる。そのための子育て支援だ」と言う。
首都圏の鉄道ではＪＲ東日本が 96 年、国分寺
駅（東京都国分寺市）前の自社ビルに初めて
保育園を開設。この 3年は、09 年に 4 カ所、
10 年に 9カ所、11 年に 11 カ所を開設。今年
4月にも埼玉、千葉、神奈川の 3県で 4 カ所
で開業し、現在は 49 カ所に上る。00 年には、
保育園運営についての規制が緩和されたこと
もあり、首都圏の私鉄 9 社が相次いで参入。
今年 4月には東武鉄道、東京メトロ、西武鉄道、
京成電鉄も相次いで開業させた。駅内や駅前
では、敷地の面積が限られ、子どもたちを遊
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ばせる園庭が十分に確保できないなどの難点
もある。それでも都内で保育園に入れない待
機児童は約 7900 人。通勤時に立ち寄りやす
い鉄道各社の保育園の人気は高い。

■ 2012/4/9　【朝日新聞】
中学公民教科書、異例の民間寄付で配布
沖縄・竹富町

　沖縄県の八重山地区で中学の公民教科書の
採択が一本化できなかった問題で、始業式の
あった 9日、竹富町では石垣市や与那国町と
は別の公民教科書が配られた。全国で初めて
国が無償給付せず、民間の寄付で買う教科書
が生徒に手渡された。八重山地区は昨年 8月、
採択地区協議会が「新しい歴史教科書をつく
る会」系の育鵬社版の採択を答申。石垣市と
与那国町は答申にならったが、協議会の手続
きを疑問視した竹富町は東京書籍版を採択し
た。文部科学省は竹富町の採択を有効とした
が、無償給付は認めなかった。このため、町
の有志らが全国からの寄付で町内 7校分の 23
冊（約 1万 6 千円）を買うことになり、学校
側に贈った。
■
■ 2012/4/17　【朝日新聞】
2 年ぶり全国学力調査スタート
小中学校の 81％参加

　小学 6年生と中学 3年生を対象にした全国
学力調査が 17 日、始まった。昨年は東日本大
震災の影響で中止されたため、2年ぶり 5回
目。前回（2010 年）に引き続き全小中学校の
3割を抽出して実施し、「理科離れ」対策とし
て、従来の国語と算数・数学に理科が加わっ
た。 抽出から外れた学校も、希望すれば問題
冊子の提供を受けて採点・集計を自ら行う「自
主参加」ができる。文部科学省によると、参
加率は全小中学校の 81.2％にのぼった。前回
は 73.5％だった。分析結果の公表は 8月の予
定。文科省は、理科は 3年に 1回程度行うと
している。また、「数年に 1度はきめ細かい調
査が必要」として、来年度は 07 ～ 09 年度と
同じ全員参加方式で実施する。

■ 2012 /4 /17 　【 朝日新聞】
ツイッターで子の安否確認
官民で災害時のシステム作り

　ツイッターを使って災害時に保育園や小中
学校が子どもの安否情報を発信し、登録した
親などが確認できるシステムを官民が協力し
て作ることになった。古川元久国家戦略相と
米ツイッターのディック・コストロ最高経営
責任者（CEO）が 16 日、システムの早期立ち
上げに合意した。政府は、ネットを活用した
災害情報のシステムを強化しようと協議会を
立ち上げて検討している。学校の安否確認シ
ステムもその一つ。東日本大震災の直後は、
携帯電話よりツイッターがつながりやすかっ
たことから、政府が全国の保育園や小中学校
に呼びかけ、ツイッターによる安否確認体制
を整えることにした。コストロ CEOは、震災
の情報がツイッター経由で世界に共有された
と指摘。「日本政府が取り組む情報発信の強化
で連携し、日本の教訓を世界に広げるうえで
協力したい」と話した。

■ 2012 /4 /20 　【 朝日新聞】
「百ます」陰山英男氏、
大阪府教委委員長に就任

　大阪府教育委員会は 20 日、先月辞任した生
野照子前委員長の後任に、立命館小副校長の
陰山英男委員（54）を選出した。任期は、委
員としての任期が切れる 9月末の約 5カ月間
となる。陰山氏は 2008 年 10 月に橋下徹前知
事に任命されて委員に就任し、現在 1 期目。
兵庫や広島両県の公立小で教諭や校長を務め
た経験があり、「百ます計算」や漢字ドリルと
いった反復学習を重視した指導法で知られる。 
陰山氏は当初、大阪維新の会が昨秋に議会提
出した教育基本条例案を巡って、「（このまま
通れば現場は）むちゃくちゃになる」「これで
学力が上がりますか、先生のやる気が上がり
ますか」と訴え、橋下前知事らと対立。しかし、
先月可決された条例は「住民の意向を反映す
る内容に変わっており、（当初案とは）原理原
則が全く異質になった」と評価していた。
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■
■ 2012/5 /1 　【 読売新聞】
親も教育…虐待・モンスター防止へ
維新が条例案

　大阪維新の会（代表・橋下徹大阪市長）大
阪市議団は 1日、保護者に家庭教育の学習機
会を提供する「家庭教育支援条例案」を、15
日開会の 5月定例議会に議員提案する方針を
固めた児童虐待や、無理難題を強いる「モン
スターペアレント」の出現を防ぐ狙いで、成
立すれば全国でも異例の条例となる。市議会
で審議中の教育基本 2条例案に盛り込まれた
保護者向け家庭教育支援を具体化する内容。
「親になる心の準備のないまま子どもに接し、
途方に暮れる父母が増えている」とし、具体
的には市内の全保育園・幼稚園に保護者を対
象とした一日保育士・幼稚園教諭体験の機会
を設けるよう義務化。結婚や子育ての意義を
記した家庭用道徳副読本を高校生以下の子ど
ものいる全世帯に配布するほか、市長直轄の
推進本部を設置し、「家庭教育推進計画」を策
定することも盛り込んだ。

■ 2012 /5 /1　【 読売新聞】
児童を守れ！
住宅街・区域全体で速度規制…警視庁

　全国各地で児童らが巻き込まれる交通事故
が相次ぐ中、警視庁は今年度から、東京都内
の住宅街 37 か所で、区域全体の最高速度を
30 キロに規制する方針を固めた。すでに対象
区域の選定を始めており、2017 年 3 月までに
都内の 2百数十の住宅街で規制を行う予定と
いう。都内では、住宅街の生活道路が、渋滞
の抜け道となっているケースも多い。従来は、
原則として道路ごとに最高速度を指定するな
どしていたが、今後は、区域全体を 30 キロ制
限とし、住宅街の入り口に速度標識を設置す
る。都内の住宅街では、これまでも、道路に
凹凸を設置するなど、車の速度を落とすため
の対策が講じられていたが、同庁は、各地の
通学路などで児童が巻き込まれる事故が相次
いでいることを受け、区域全体で速度を規制
する必要があると判断した。

■ 2012/5/4 　【 朝日新聞】
子ども 31年連続減、1665 万人　
福島は 1万 3千人減針

　5日はこどもの日。総務省は 4日、15 歳未
満の子どもの数（4月 1日時点、1万人未満は
四捨五入）を発表した。前年より 12 万人少な
い 1665 万人で 31 年連続の減少。総人口（1
億 2765 万人）に占める割合も 13.0％で、38
年連続で低下した。いずれも比較できる統計
がある 1950 年以降で過去最低で、総人口に
占める子どもの割合は世界各国でも最低水準
という。 総務省によると、男子は 852 万人、
女子は 812 万人。年齢別では 12 ～ 14 歳 357
万人▽ 9 ～ 11 歳 347 万人▽ 6 ～ 8 歳 325 万
人▽ 3～ 5歳 321 万人▽ 0～ 2歳 316 万人―
―だった。 都道府県別（昨年 10 月 1日時点、
総数 1670 万 5 千人）で子どもの割合が最も
高いのは、沖縄の 17.7％（24 万 7 千人）。東
京は前年より 5千人増えて 149 万 1 千人だっ
たが、割合は秋田（12 万 1 千人）と並んで最
も低い 11.3％。原発事故で多くの人が県外で
避難生活を送る福島の子どもの割合は 13.2％
（26 万 3 千人）だったが、減り幅は各地の 1
千～ 9千人より多い 1万 3千人となった。

■ 2012/5 /8 　【読売新聞】
維新条例案を白紙撤回…
「愛情不足が誘発」を謝罪

　大阪維新の会（代表・橋下徹大阪市長）大
阪市議団が市議会に提案予定だった「家庭教
育支援条例案」に、子どもの発達障害の原因
を親の愛情不足とする記述があり、保護者で
つくる 13 団体が 7日、「偏見を助長する」と、
同市議団に提案見送りを要請した。市議団は
同日、条例案の白紙撤回を決めた。同条例案
は児童虐待が後を絶たない中で、家庭教育支
援や親に保護者としての自覚を促すことなど
が目的で、市議団が 1日、記者団に公表。そ
の中で児童虐待を発達障害と関連づけて、「愛
情不足が症状を誘発する大きな要因」と指摘
し、「わが国の伝統的子育てで予防・防止でき
る」と記述していた。これに対し、「大阪自閉
症協会」（大阪市）などが問題視。この日、同
市議団など 5 会派に条例案の提案見送りと、
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専門家を交えた勉強会開催を求める要望書を
提出した。市議団の美延映夫幹事長は「手違
いがあった」と団体側に謝罪し、条例案撤回
を約束。橋下市長も同日、記者団に「発達障
害を抱える子を持つ母が愛情欠如（している）
というのは違う」と述べた。発達障害に詳し
い山崎晃資・臨床児童精神医学研究所所長は
「医学的に発達障害は中枢神経系の機能障害と
されている。愛情不足とは関係がなく、条例
が成立すれば親がいわれのない差別を受ける」
と話している。

■ 2012/5/8　【 読売新聞】
就活失敗し自殺する若者急増…
4年で 2.5 倍に

　就職活動の失敗を苦に自殺する 10 ～ 20 歳
代の若者が、急増している。2007 年から自殺
原因を分析する警察庁によると、昨年は大学
生など 150 人が就活の悩みで自殺しており、
07 年の 2.5 倍に増えた。警察庁は、06 年の自
殺対策基本法施行を受け、翌 07 年から自殺
者の原因を遺書や生前のメモなどから詳しく
分析。10 ～ 20 歳代の自殺者で就活が原因と
見なされたケースは、07 年は 60 人だったが、
08 年には 91 人に急増。毎年、男性が 8 ～ 9
割を占め、昨年は、特に学生が 52 人と 07 年
の 3.2 倍に増えた。背景には雇用情勢の悪化
がある。厚生労働省によると、大学生の就職
率は 08 年 4 月には 96.9％。同 9 月のリーマ
ンショックを経て、翌 09 年 4 月には 95.7％
へ低下。東日本大震災の影響を受けた昨年 4
月、過去最低の 91.0％へ落ち込んだ。

■ 2012/5/10【朝日新聞】
赤ちゃんポスト、
養子縁組の希望者を登録へ

　熊本の病院親が育てられない子を匿名で預
かる赤ちゃんポスト「こうのとりのゆりかご」
を設置している熊本市の慈恵病院は 8日、預
けられた子どもとの特別養子縁組を希望する
人が増えていることなどをうけ、希望者を登
録する法人を作る方針を明らかにした。赤ちゃ
んポストの設置から 10日で 5年となるのを前
に開いた記者会見で、蓮田太二理事長らが述
べた。いずれは全国的なネットワークを作り

たいという。慈恵病院では、預けられた子ど
もと特別養子縁組して育てることを訴えてき
た。昨年度は 800 件以上の特別養子縁組の希
望が病院に寄せられたため、法人化して希望
者を一元的に登録し、全国へネットワーク化
することで充実した支援を目指すという。 ま
た、昨年度は妊娠や出産、子育てに悩む母親
らからの相談が全国から計 690 件あった。病
院は、虐待防止に取り組む名古屋市のNPO法
人「CAPNA」と協力態勢をつくり、愛知県内
の相談者については、このNPOが窓口になる
ことも決まった。田尻由貴子看護部長は「顔
を合わせた相談が大切。全国の団体にも協力
を呼びかけていく」と話した。




